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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高は消費税等を除いて表示している。 

２ 第46期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益及び株価収益率は当期純損失のため記載していない。 

３ 第47期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計

基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用している。 

  

回次 第46期 第47期 第48期 第49期 第50期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 382,154 440,567 523,528 559,006 580,309 

経常利益 
又は経常損失(△) 

(百万円) △17,824 12,272 21,454 33,588 38,915

当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(百万円) △24,928 5,647 14,176 21,534 23,745

純資産額 (百万円) 134,317 131,957 144,403 162,271 191,011 

総資産額 (百万円) 449,224 459,113 496,039 495,743 501,960 

１株当たり純資産額 (円) 495.68 488.09 541.93 610.23 717.40 

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) △91.82 20.27 51.99 80.27 88.57

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― 20.10 51.23 76.47 84.43

自己資本比率 (％) 29.9 28.7 29.1 32.7 38.1 

自己資本利益率 (％) △16.8 4.2 10.3 14.0 13.4 

株価収益率 (倍) ― 36.4 23.8 17.6 23.7 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,231 55,131 61,777 64,955 43,875

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △32,359 △21,311 △15,694 △28,836 △29,682

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 51,989 △38,889 △17,693 △13,529 △39,818

現金及び現金同等物の 
期末残高 

(百万円) 101,682 96,436 123,141 147,589 125,232

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(人) 
14,670 

  
11,481
(1,210)

11,637
(1,292)

12,140 
(1,415)

12,673
(1,437)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高は消費税等を除いて表示している。 

２ 第46期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益、株価収益率及び配当性向は当期純損失のため記載していない。 

３ 第47期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計

基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用している。 

  

回次 第46期 第47期 第48期 第49期 第50期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 295,415 359,159 433,429 416,220 435,584 

経常利益 
又は経常損失(△) 

(百万円) △13,830 9,270 13,475 21,279 25,529

当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(百万円) △20,838 4,503 9,169 13,640 17,484

資本金 (百万円) 41,549 41,549 41,549 41,549 41,549 

発行済株式総数 (株) 271,007,868 270,442,868 270,442,868 270,442,868 270,442,868 

純資産額 (百万円) 138,227 135,238 144,581 153,375 173,270 

総資産額 (百万円) 396,394 412,854 450,167 409,620 411,412 

１株当たり純資産額 (円) 510.11 500.33 542.79 576.95 650.90 

１株当たり配当額 
(円) 

12.50 12.50 15.00 17.00 20.00 
(内１株当たり中間配当額) (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) △76.76 16.14 33.56 50.78 65.21

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― 16.14 33.06 48.34 62.14

自己資本比率 (％) 34.9 32.8 32.1 37.4 42.1 

自己資本利益率 (％) △13.8 3.3 6.6 9.2 10.7 

株価収益率 (倍) ― 45.7 36.9 27.9 32.1 

配当性向 (％) ― 74.9 44.7 33.5 30.7 

従業員数 (人) 3,408 3,371 3,293 3,131 3,320 



２ 【沿革】 

  

昭和21年４月 東京都三鷹市に樫尾製作所創業 

昭和29年12月 リレー計算機開発 

昭和32年６月 東京都武蔵野市にカシオ計算機株式会社を設立 

昭和35年４月 東京都東大和市に東京工場（現・株式会社カシオ日立モバイルコミュニケーション

ズ）完成 

昭和40年９月 電子式卓上計算機開発 

昭和44年10月 甲府工場（現・甲府カシオ株式会社）完成 

昭和45年５月 ニューヨーク州に現地販売会社カシオINC.（現・連結子会社）を設立 

    ９月 東京証券取引所に株式上場 

昭和47年８月 「カシオミニ」を発売しパーソナル電卓の市場を確立 

    10月 ハンブルグに現地販売会社カシオコンピュータCO.,GmbH（現・カシオヨーロッパGmbH

連結子会社）を設立 

昭和48年３月 八王子工場（現・八王子技術センター）完成 

昭和49年５月 本店移転（東大和市より新宿区へ） 

    11月 電子腕時計発売 

昭和50年９月 ロンドンに現地販売会社カシオエレクトロニクスCO.,LTD.（現・連結子会社） 

を設立 

昭和51年３月 東京都新宿区にカシオリース株式会社（現・持分法適用関連会社）を設立 

昭和53年３月 台湾に生産会社台湾刻時豪股份有限公司（現・台湾カシオ股份有限公司 連結子会

社）を設立 

昭和54年７月 東京都羽村市に羽村技術センター完成 

    10月 山形県東根市に山形カシオ株式会社（現・連結子会社）を設立 

昭和55年１月 電子楽器「カシオトーン」発売 

昭和58年６月 液晶ポケットテレビ発売 

昭和59年７月 東京都新宿区にカシオ電子工業株式会社（現・連結子会社）を設立 

昭和62年７月 東京都青梅市にカシオマイクロニクス株式会社（現・連結子会社）を設立 

平成２年８月 高知県南国市に高知カシオ株式会社（現・連結子会社）を設立 

平成７年３月 デジタルカメラ発売 

平成10年１月 本店移転（新宿区より渋谷区へ） 

平成11年７月 ニュージャージー州に持株会社カシオホールディングズINC.（現・連結子会社） 

を設立 

平成13年８月 カシオマイクロニクス株式会社がＪＡＳＤＡＱ市場に株式上場 

平成14年９月 エレクトロニクス機器等の製造委託に関し、フレクストロニクス社と提携 

平成15年11月 八王子技術センター竣工 

平成16年４月 東京都東大和市に株式会社カシオ日立モバイルコミュニケーションズ（現・連結子会

社）を設立 



３ 【事業の内容】 

当グループ（当社及び当社の関係会社…以下同じ）は、当社、連結子会社56社及び持分法適用会社４社により構成

され、「エレクトロニクス機器事業」と「デバイスその他事業」に関係する事業を主として行っている。 

当グループの各事業に係る位置づけは次のとおりである。 

なお、事業区分は「第５ 経理の状況 １ (1)連結財務諸表 (セグメント情報) 注記事項」に掲げる事業の種類

別セグメント情報の区分と同一である。 

  

「エレクトロニクス機器事業」は、コンシューマ、時計、ＭＮＳ（モバイル・ネットワーク・ソリューション）、

情報機器の４部門により、「デバイスその他事業」は、デバイス、その他の２部門により構成され、開発・生産から

販売・サービスにわたる事業活動を展開している。 

開発については、基礎研究開発、新製品開発、新生産技術開発は主に当社が担当し、生産技術の開発は、主として

生産関係会社が行っている。 

生産についてはカシオマイクロニクス株式会社及び高知カシオ株式会社が電子部品を担当し、その他の生産子会社

は主要部品を当社から支給を受け、一部自己調達部品をもって製品組立加工を行い、それぞれ当社に供給する経営形

態をとっている。 

事業の種類別部門別の主要製品及び主要生産関係会社は次のとおりである。 

  

当グループの販売会社は複数の部門に跨る製品を販売しているため、販売については、国内・海外に区分し、上記

部門及び主要製品に関連づけて記載している。なお、デバイス部門のＬＣＤについては、国内海外ともにカシオ電子

デバイス株式会社を通じて販売しているため、以下の記載には含めていない。 

  

事業の種類別 
セグメントの名称 

部門 主要製品 主要生産関係会社 

エレクトロニク

ス機器事業 

コンシューマ 

電卓、電子文具、電子辞書 

液晶テレビ他映像機器 

デジタルカメラ 

電子楽器 

山形カシオ株式会社 

甲府カシオ株式会社 

Casio Computer(Hong Kong)Ltd. 

時計 

デジタルウオッチ 

アナログウオッチ 

クロック 

山形カシオ株式会社 

Casio Korea Co.,Ltd. 

カシオ電子(深圳)有限公司 

Casio(Thailand)Co.,Ltd. 

ＭＮＳ 
携帯電話 

ハンディターミナル 

山形カシオ株式会社 

甲府カシオ株式会社 

株式会社カシオ日立モバイルコミュニケ

ーションズ 

情報機器 

電子レジスター（ＰＯＳ含む） 

オフィス・コンピューター 

ページプリンタ 

データプロジェクター 

カシオ電子工業株式会社 

甲府カシオ株式会社 

デバイス 

その他事業 

デバイス 

ＬＣＤ 

ＢＵＭＰ受託加工 

ＴＣＰ組立・テスト受託加工 

キャリアテープ 

甲府カシオ株式会社 

高知カシオ株式会社 

カシオマイクロニクス株式会社 

Casio Singapore Pte.,Ltd. 

その他 
ファクトリーオートメーション 

金型、玩具等 

山形カシオ株式会社 

甲府カシオ株式会社 



  
国内販売については、情報機器部門のオフィス・コンピューター、ページプリンタ等のシステム機器は、カシオ情

報機器株式会社をはじめとするシステム機器の販売会社の他、一部は代理店を通じて販売し、官公庁など一部得意先

は、当社が直接販売を行っている。システム機器以外の製品は、主として代理店を通して販売している。 

海外販売については、北米地域をCasio,Inc.、欧州地域をCasio Electronics Co.,Ltd.、Casio Europe GmbH、

Casio France S.A.、その他の地域においては代理店を設け、直接輸出または間接輸出を行っている。 

サービスについては、カシオテクノ株式会社が当グループ製品の保守・サービスを行っている。 

  

事業の系統図は、次のとおりである。 

  

 

  



４ 【関係会社の状況】 
  

名称 住所 
資本金 
又は出資金 
(百万円) 

主要な事業の
内容 

議決権
の所有 
割合 
(％) 

関係内容 

(連結子会社)           

山形カシオ(株) 
山形県 
東根市 

1,500 
エレクトロニクス
機器事業 

100
当社デジタルカメラ・電子時計・
携帯電話等の製造会社である。 
役員の兼任等……有 

カシオ電子工業(株) 
埼玉県 
入間市 

300 
エレクトロニクス
機器事業 

100
当社ページプリンタの製造会社で
ある。 
役員の兼任等……有 

甲府カシオ(株) 
山梨県 
中央市 

920 
エレクトロニクス
機器事業 

100

当社携帯情報端末・システム機
器・ＬＣＤ等の製造会社である。
土地、建物を貸与している。 
資金援助(貸付金)……有 
役員の兼任等……有 

カシオマイクロニクス 
(株) 

(注)４ 

東京都 
青梅市 

2,992 
デバイス
その他事業 

75.1

電子部品の開発、製造及び販売会
社である。土地、建物を貸与して
いる。 
役員の兼任等……有 

高知カシオ(株) 
(注)３ 

高知県 
南国市 

300 
デバイス
その他事業 

100

当社電子部品の開発及び製造会社
である。土地、建物を貸与してい
る。 
役員の兼任等……有 

(株)カシオ日立モバイ
ルコミュニケーション
ズ 

(注)３ 

東京都 
東大和市 

3,000 
エレクトロニクス
機器事業 

51

携帯電話の開発、設計及び製造会
社である。土地、建物を貸与して
いる。 
役員の兼任等……有 

セイヨー電子(株) 
山梨県 
甲府市 

110 
エレクトロニクス
機器事業 

100

当社携帯情報端末等の製造会社で
ある。土地、建物を貸与してい
る。 
役員の兼任等……無 

台湾刻時豪股份有限公 
司 

(注)６ 
台湾桃園県

27,000 
千ニュー 
台湾ドル 

エレクトロニクス
機器事業 

100
当社電子時計の部品等の製造会社
である。 
役員の兼任等……無 

Casio Korea Co.,Ltd. 
韓国 
慶尚南道 

3,500,000 
千ウォン 

エレクトロニクス
機器事業 

100
当社電子時計の製造会社である。
役員の兼任等……無 

Casio India Co.,Pvt. 
Ltd. 

New Delhi 
India 

300,000 
千インド 
ルピー 

エレクトロニクス
機器事業 

100
当社電卓・電子時計等の販売会社
である。 
役員の兼任等……無 

Casio Computer(Hong  
Kong)Ltd. 

(注)３ 

Kowloon 
Hong Kong 

73,000 
千香港ドル 

エレクトロニクス
機器事業 

100
当社電卓等の製造会社である。 
役員の兼任等……有 

カシオ電子科技(中山)
有限公司 

中国広東省
中山市 

9,000 
千米ドル 

エレクトロニクス
機器事業 

100
当社電卓・電子辞書・電子楽器の
製造会社である。 
役員の兼任等……有 

カシオ電子(深圳)有限 
公司 

中国広東省
深圳市 

5,981 
千米ドル 

エレクトロニクス
機器事業 

100
当社電子時計の設計及び製造会社
である。 
役員の兼任等……有 

カシオ電子(広州)有限 
公司 

中国広東省
広州市 

4,000 
千米ドル 

エレクトロニクス
機器事業 

61.1
(8.1)

当社電子時計の製造及び販売会社
である。 
役員の兼任等……無 

広州カシオ技術有限公 
司 

中国広東省
広州市 

61 
千米ドル 

デバイス
その他事業 

100
(100)

当社製品の保守サービス受託会社
である。 
役員の兼任等……無 

カシオソフト(上海)有 
限公司 

中国上海市
350 

千米ドル 
エレクトロニクス
機器事業 

100
(100)

システム機器のソフトウエア開
発・設計会社である。 
役員の兼任等……有 

カシオ(上海)貿易有限 
公司 

中国上海市
1,000 

千米ドル 
エレクトロニクス
機器事業 

80
当社製品を販売する中国現地法人
である。 
役員の兼任等……無 

カシオ電子設計中心 
(広州)有限公司 

中国広東省
広州市 

2,000 
千香港ドル 

エレクトロニクス
機器事業 

100
(100)

当社製品の開発・設計会社であ
る。 
役員の兼任等……有 



  

名称 住所 
資本金 
又は出資金 
(百万円) 

主要な事業の
内容 

議決権
の所有 
割合 
(％) 

関係内容 

カシオテクノ(株) 
東京都 
千代田区 

100 
デバイス
その他事業 

100

当社製品の保守サービス受託会社
である。土地、建物を貸与してい
る。 
役員の兼任等……有 

カシオ情報機器(株) 
東京都 
中央区 

2,000 
エレクトロニクス
機器事業 

100

当社システム機器の国内販売会社
である。土地、建物を貸与してい
る。 
役員の兼任等……有 

カシオサポートシステ 
ム(株) 

東京都 
羽村市 

200 
エレクトロニクス
機器事業 

100
当社製品の再生及び販売会社であ
る。土地、建物を貸与している。 
役員の兼任等……有 

カシオソフト(株) 
東京都 
中野区 

80 
エレクトロニクス
機器事業 

97.5

システム機器のソフトウエア開
発・設計会社である。土地、建物
を貸与している。 
資金援助(貸付金)……有 
役員の兼任等……有 

カシオ情報サービス 
(株) 

東京都 
渋谷区 

30 
エレクトロニクス
機器事業 

100

システム機器のソフトウエア開発
及び情報技術者の派遣会社であ
る。土地、建物を貸与している。 
役員の兼任等……有 

カシオマーケティング 
(株) 

東京都 
渋谷区 

50 
エレクトロニクス
機器事業 

100

当社電卓・電子辞書・デジタルカ
メラ・電子時計等の国内販売会社
である。土地、建物を貸与してい
る。 
役員の兼任等……無 

カシオビジネスサービ 
ス(株) 

東京都 
渋谷区 

100 
デバイス
その他事業 

100
当社の設備を管理する会社であ
る。土地、建物を貸与している。 
役員の兼任等……無 

(株)カシオコミュニケ 
ーションブレインズ 

東京都 
新宿区 

50 
デバイス
その他事業 

100
当社の広告宣伝活動を一括して管
理運営する広告会社である。 
役員の兼任等……有 

カシオエステート(株) 
東京都 
渋谷区 

2,000 
デバイス
その他事業 

100
資金援助(貸付金)……有 
役員の兼任等……有 

カシオ電子デバイス 
(株) 

(注)３ 

東京都 
渋谷区 

450 
デバイス
その他事業 

100
電子部品の販売会社である。 
役員の兼任等……有 

(株)シー・シー・ピー 
埼玉県 
川口市 

300 
デバイス
その他事業 

100

玩具・家庭用電子機器の輸入及び
製造販売会社である。土地、建物
を貸与している。 
資金援助(貸付金)……有 
役員の兼任等……無 

新日本カシオ情報技研 
(株) 

群馬県 
高崎市 

21 
エレクトロニクス
機器事業 

97.6
当社システム機器の国内販売会社
である。 
役員の兼任等……無 

カシオエンターテイメ
ント(株) 

(注)５ 

東京都 
新宿区 

80 
デバイス
その他事業 

50
デジタルコンテンツの企画・製作
会社である。 
役員の兼任等……有 

カシオアイネットソリ
ューション(株) 

東京都 
中野区 

90 
エレクトロニクス
機器事業 

60
情報処理及び情報提供サービス会
社である。 
役員の兼任等……有 

Casio Holdings,Inc. 
(注)３ 

New Jersey
U.S.A. 

100,300 
千米ドル 

デバイス
その他事業 

100
北米地域の統括・持株会社であ
る。 
役員の兼任等……有 

Casio,Inc. 
(注)３ 

New Jersey
U.S.A. 

80,000 
千米ドル 

エレクトロニクス
機器事業 

85
(85)

当社製品を販売する米国現地法人
である。 
役員の兼任等……有 

Casio Canada Ltd. 
Ontario  
Canada 

3,000 
千米ドル 

エレクトロニクス
機器事業 

100
(100)

当社製品を販売するカナダ現地法
人である。 
役員の兼任等……有 

Casio Europe GmbH 
Norderst 
edt 
Germany 

20,440 
千ユーロ 

エレクトロニクス
機器事業 

83.5
当社製品を販売するドイツ現地法
人である。 
役員の兼任等……有 



  

(注) １ 「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。 

２ 議決権の所有割合の( )内は、間接所有割合で内数である。 

３ 特定子会社に該当する。 

４ 有価証券報告書を提出している。 

５ 持分は100分の50以下であるが、実質的に支配しているため子会社としている。 

６ 台湾刻時豪股份有限公司と台湾カシオ販売股份有限公司は平成18年４月１日に合併し、台湾カシオ股份有限公司に商号変

更している。 

名称 住所 
資本金 
又は出資金 
(百万円) 

主要な事業の
内容 

議決権
の所有 
割合 
(％) 

関係内容 

Casio Electronics 
Co.,Ltd. 

London  
England 

6,600 
千英ポンド 

エレクトロニクス
機器事業 

100
当社製品を販売する英国現地法人
である。 
役員の兼任等……有 

Casio France S.A. 
Saverne  
France 

6,000 
千ユーロ 

エレクトロニクス
機器事業 

100
当社製品を販売するフランス現地
法人である。 
役員の兼任等……有 

台湾カシオ販売股份有
限公司 

(注)６ 
台湾台北市

40,216 
千ニュー 
台湾ドル 

エレクトロニクス
機器事業 

100
当社製品を販売する台湾現地法人
である。 
役員の兼任等……無 

立勛股份有限公司 台湾台北市
18,000 
千ニュー 
台湾ドル 

エレクトロニクス
機器事業 

100
(100)

当社製品を販売する台湾現地法人
である。 
役員の兼任等……無 

麹町物産(株) 
東京都 
千代田区 

10 
デバイス
その他事業 

100
資金援助(貸付金)……有 
役員の兼任等……有 

Casio(Thailand)Co., 
Ltd. 

Pathumth 
ani 
Thailand 

600,000 
千バーツ 

エレクトロニクス
機器事業 

100
当社電子時計等の製造会社であ
る。 
役員の兼任等……有 

Casio Singapore  
Pte.,Ltd. 

Singapore 
30,000 
千シンガ 
ポールドル 

デバイス
その他事業 

100

電子部品等の製造及び当社製品を
販売するシンガポール現地法人で
ある。 
役員の兼任等……有 

Pt.Asahi Electronics 
Indonesia 

Batam  
Indonesia 

541,750 
千インドネ
シアルピア 

デバイス
その他事業 

100
(1)
役員の兼任等……有 

その他 12社           

(持分法適用関連会社)           

マス(株) 
東京都 
文京区 

80 
デバイス
その他事業 

50
当社の取扱説明書等を制作する会
社である。 
役員の兼任等……有 

カシオリース(株) 
東京都 
渋谷区 

1,100 
デバイス
その他事業 

20
(20)

当社製品のリース及び当社に事務
用機器等をリースする会社であ
る。土地、建物を貸与している。 
役員の兼任等……有 

(株)フォトハイウェイ 
・ジャパン 

東京都 
文京区 

140 
デバイス
その他事業 

21.6 役員の兼任等……無 

その他 １社           



  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注)  従業員数は就業人員（当グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当グループへの出向者を含む。）であ

り、臨時従業員は( )内に年間平均人員を外数で記載している。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時従業員は従業員

の100分の10未満のため記載を省略している。 

２ 平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含んでいる。 

  

(3) 労働組合の状況 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人) 

エレクトロニクス機器事業 7,682  (  742) 

デバイスその他事業 4,465  (  665) 

全社(共通) 526  (   30) 

合計 12,673  (1,437) 

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

3,320 42.0 16.0 7,880 

名称 カシオ関連労働組合連合会(ＪＡＭ傘下) 

組合員数 4,641人 

労使関係 安定しており、特記すべき事項はない。 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善やそれに伴う民間設備投資の増加に加え、個人消費に改

善傾向が見られるなど、景気は回復基調を示し、堅調に推移した。 

海外においても、米国、中国その他アジア諸国で景気拡大が続き、欧州でも緩やかな回復傾向が見られた。 

当グループ（当社及び当社の関係会社…以下同じ）関連市場については、デジタル家電（デジタルカメラ、携帯

電話、液晶テレビ、ＤＶＤなど）関連製品の生産調整もほぼ完了し、引き続き市場の牽引役として伸長するなど市

場全体は回復傾向で推移した。 

このような環境のもと、当グループは経営目標の達成に向け、時計、デジタルカメラ、電子辞書、携帯電話、Ｔ

ＦＴ液晶といった戦略事業を強力に推進・展開すると共に、利益率の改善、資本効率の向上など経営効率化に一層

の注力を図った。 

その結果、当連結会計年度の売上高は、戦略事業の拡大により5,803億円（前期比3.8％増）と４期連続の増収と

なった。 

損益については、戦略事業における商品力の強化による付加価値の大幅改善、経営効率化の推進など利益体質の

強化に努めた結果、営業利益は431億円（前期比10.4％増）と４期連続で増益を達成した。また、営業外損益につい

ても、金融収支の改善を始めとする財務体質強化施策の効果により経常利益は389億円（前期比15.9％増）、当期純

利益は237億円（前期比10.3％増）となった。この結果、売上高、当期純利益は３期連続で過去最高を更新した。 

  

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりである。 

 (エレクトロニクス機器事業) 

コンシューマ部門は、“いつも持ち歩いて、すぐ撮影できる”というカメラの新しいスタイルを目指し、薄さや

速さを徹底的に追求したスタイリッシュなデジタルカメラとして高い支持を得ている「ＥＸＩＬＩＭ」が、海外展

開により更に拡大するなど前期に引き続き好調に推移した。時計部門は、電波受信やソーラー駆動といった最新技

術を高級感のあるフルメタルケースに収めた「ＯＣＥＡＮＵＳ」が男性用ラインアップの強化と共に、初めて女性

をターゲットとしたモデルを投入、当グループ時計事業を代表するブランドのひとつとして積極的に展開した。Ｍ

ＮＳ部門は、320万画素ＣＣＤカメラと2.6インチワイドＱＶＧＡ液晶搭載のＷＩＮ対応端末「Ｗ３１ＣＡ」と折り

たたみ式で耐水・耐衝撃性能を備えたメガピクセルケータイ「Ｇ’ｚＯｎｅ ＴＹＰＥ－Ｒ」、また直近では各種

ＷＩＮサービスを折りたたみ形状で厚さ約22ミリの薄型サイズで楽しめる「Ｗ４１ＣＡ」など新製品が全て好調に

推移した。情報機器部門は、最適なハードウェアとアプリケーションを組み合わせた様々なソリューション展開を

図ったが、ＩＴ関連製品の価格下落の影響を受けた。その結果、売上高は4,738億円（前期比5.6％増）となり、営

業利益は417億円（前期比15.5％増）となった。 

 (デバイスその他事業) 

デバイス部門は、カシオマイクロニクス(株)は主力製品であるＣＯＦ（チップ・オン・フィルム）が好調に推移

し増収となったが、ＴＦＴ事業の単価下落の影響から、売上高は1,403億円（前期比2.2％減）となり、営業利益は

71億円（前期比17.0％減）となった。 

  

また、所在地別セグメントの業績は次のとおりである。 

日本は、景気が回復基調を示し、堅調に推移した結果、売上高は5,417億円（前期比2.7％増）、営業利益は369億

円（前期比6.8％増）となった。北米は、景気の拡大が続く中、売上高は508億円（前期比31.1％増）、営業利益は



21億円（前期比104.8％増）となった。欧州は、景気の緩やかな回復傾向が見られ、売上高は711億円（前期比

5.1％増）、営業利益は12億円（前期比33.4％増）となった。アジアは、中国を中心に景気が拡大した結果、売上高

は1,117億円（前期比26.4％増）、営業利益は23億円（前期比19.9％増）となった。 

  

(2) キャッシュ・フロー 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、社債の償還による支出、期末月における新商品売上増加に伴

う売掛金の増加などにより、前連結会計年度末比223億円減少の1,252億円となった。 

 (営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度において、営業活動によるキャッシュ・フローは、前期比210億円減少の438億円の収入となっ

た。主な内訳は、税金等調整前当期純利益396億円（前期330億円）、減価償却費266億円（前期229億円）、売上債

権の増加額106億円（前期は減少額87億円）、法人税等の支払額171億円（前期50億円）などである。 

 (投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度において、投資活動によるキャッシュ・フローは、前期比８億円減少の296億円の支出となった。

主な内訳は、有形固定資産の取得による支出199億円（前期200億円）、無形固定資産の取得による支出118億円（前

期91億円）、関係会社株式の売却による収入29億円（前期４億円）などである。 

 (財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度において、財務活動によるキャッシュ・フローは、前期比262億円減少の398億円の支出となっ

た。主な内訳は、社債の償還による支出300億円（前期110億円）、長期借入金の返済による支出96億円（前期17億

円）などである。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  

(注) １ 金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去している。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(2) 受注状況 

当グループ（当社及び連結子会社）は見込み生産を行っているため、該当事項はない。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  

(注) １ セグメント間の取引については相殺消去している。 

２ 主な相手先の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりである。 

  

３ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％) 

エレクトロニクス機器事業 460,159 ＋  5.6 

デバイスその他事業 100,601 △  2.9 

合計 560,760 ＋  4.0 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％) 

エレクトロニクス機器事業 473,420 ＋  5.7 

デバイスその他事業 106,889 △  3.8 

合計 580,309 ＋  3.8 

相手先 

前連結会計年度 当連結会計年度 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

ＫＤＤＩ(株) 72,998 13.1 91,183 15.7 



３ 【対処すべき課題】 

継続的な事業の拡大を通じて企業価値の向上を達成するためには、各事業分野においてグローバルなコスト競争力

を強化し高収益を確保できる強靭な収益基盤を構築すると共に財務体質の強化を図り、企業の社会的責任（ＣＳＲ）

をこれまで以上に果たすことが重要な課題と考え、当グループ（当社及び当社の関係会社…以下同じ）は以下の施策

に全社をあげて推進している。 

  

(1) 収益力の向上 

当グループは、時計事業、コンシューマ事業（デジタルカメラを除く）、情報機器事業といった既に市場におい

てトップシェアを確保し、今後大きな追加投資を必要とせず、安定的なキャッシュ・フローの獲得が見込まれる事

業を「基盤事業」、デジタルカメラ事業、通信事業（携帯電話）、デバイス事業（ＴＦＴ液晶）といった、マーケ

ットが今後世界的に拡大していくことが見込まれる反面、参入企業数も多く競争が激化している事業を「発展事

業」として位置付けている。これら２つの事業領域を事業運営の核と考え、それぞれの事業特性に応じた事業運営

により、成長性と収益性を安定的に確保できる経営を推進し、「基盤事業」で安定的利益を獲得しながら「発展事

業」の売上高・営業利益を拡大させ、営業利益率10％を目指している。 

また、収益力向上施策として、昨年６月に生産資材本部を開発本部に統合、新製品立上げ時点から最適なコスト

を追求し、原価率の低減を目指している。具体的には次の４点を重点施策としている。 

 ① 商品力強化による売価の安定性の追求 

 ② 生産管理力の強化による適正在庫の実現 

 ③ 部品点数の共有化による直接材料費の削減 

 ④ 生産拠点の稼働率向上による生産費用の抑制 

  

(2) 財務体質の強化 

当グループは成長を支える財務基盤の強化に向けて、自己資本比率及びＤ／Ｅレシオ（有利子負債／自己資本）

の改善を強力に推進している。 

現在までの進捗状況としては、自己資本比率が38.1％（前期32.7％）、Ｄ／Ｅレシオが0.6倍（前期0.95倍）と改

善した。今後も引き続き効率的キャッシュ・フロー経営のより一層の徹底を図り、フリー・キャッシュ・フローの

創造に努め、安定的且つ強靱な財務体質への転換を図っていく。 

  

(3) ＣＳＲ経営 

企業の持続的成長は、地球社会の持続的発展があって始めて成り立つことから、当社はＣＳＲ経営に積極的に取

り組んでいる。 

平成16年４月に全社的な専任部署として「ＣＳＲ推進室」を設置すると共に、更に12月には、全社的なＣＳＲ活

動の基本方針や重要事項を審議するために、社長を委員長とし、取締役、監査役で構成する「ＣＳＲ委員会」を発

足させ、全社的なリスク管理体制の整備などに取り組んでいる。同時に「カシオ創造憲章」の趣旨に沿った「カシ

オ行動指針」、「カシオ倫理行動規範」により、社員、役員の一人ひとりが法規則の遵守、社会秩序の維持、社会

への貢献などを理解、実践するよう徹底し、コーポレート・ガバナンスとコンプライアンスの向上に努めている。

また、昨年８月に、「経済性」、「社会性」、「環境性」のＣＳＲの三側面を網羅した「ＣＳＲ報告書」を発行し

ＣＳＲ活動結果についても開示している。 

  

以上の３施策を完遂することにより、付加価値の高い独自製品やサービスを提供し、創造性溢れる社会づくりに貢

献すると共に企業価値の拡大を図っていく所存である。 

  



  
４ 【事業等のリスク】 

当グループ（当社及び当社の関係会社…以下同じ）の経営成績、財政状況、株価等に影響を及ぼす可能性があるリ

スクには、以下のようなものがある。なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断

したものである。 

  

(1) 日本経済及び世界経済の状況 

当グループの製品は、日本及び世界各国において販売されており、その需要は各国経済状況の影響を受ける。と

りわけ当グループ製品の大部分が個人消費者を対象としているため、各国の個人消費の動向は当グループ事業に大

きく影響する。 

  

(2) 価格変動 

当グループの関連業界においては、数多くの企業が国内外の市場シェアをめぐり激しい競争を続けている。短期

間における急激な価格変動は当グループの業績に悪影響を及ぼす可能性がある。 

  

(3) 新製品 

当グループが新たな人気製品を速やかに且つ定期的に発売できなかった場合、あるいは競合他社が当グループの

新製品と同様の製品を発売し、特にそれが当グループの新製品発売と同時期であった場合は、市場における唯一の

先行者、もしくは先行集団の一員として当グループが享受出来たはずの優位性を減少させる可能性がある。 

  

(4) 通信事業 

当グループの売上高のうち通信事業は大きな割合を占めている。当事業の大口顧客の戦略変更、製品仕様の変更

もしくは、大口注文の解約やスケジュール変更は当グループの業績に悪影響を及ぼす可能性がある。 

  

(5) アウトソーシング 

当グループは生産効率と営業収益率の改善を目的に、製造・組立工程の相当部分を外部サプライヤーに委託して

いるため、確実な品質管理が難しくなる可能性がある。また、当該委託先による関係法令違反や第三者の知的所有

権侵害等の問題により、当グループの連結業績及び製品声価に悪影響が及ぶ可能性がある。 

  

(6) 技術開発と技術の変化 

当グループの事業分野におけるテクノロジーの急激な変化、市場ニーズの激変等から当グループ製品が予想より

早く陳腐化し売上が急速に落ち込む可能性がある。 

  

(7) 国際活動及び海外進出に関するリスク 

当グループの生産・製品販売の大部分は日本国外で行われている。従って、当グループの財務状況、業績、将来

の見通し等はかなりの程度、海外の政治経済情勢並びに法整備に影響される。特に予期しない規制の変更、法令の

適用は予測が難しく、当グループの業績に悪影響を与える可能性がある。 

  



  
(8) 知的財産 

当グループは基本的に自社開発技術を使用しており、特許、商標、及びその他の知的所有権などの組合せによ

り、テクノロジーの保護を図っているが、以下のようなリスクが当グループに該当することもある。 

・競合他社による同様の技術の独自開発 

・当グループが出願中の特許申請の不承認 

・当グループの知的財産の悪用・侵害を防ぐための手段が有効に機能しない場合 

・知的財産に関する法規制が当グループの知的財産を保護するのに不充分である場合 

・当グループの将来の製品又は技術が他社の知的財産権を侵害しているとされる場合 

  

(9) 製品の欠陥・訴訟問題 

消費者製品の製造販売会社として、当グループは、厳正なる製品の品質管理を行っている。当グループは、創業

以来重大なクレームや悪評を受けたことはないが、将来において当グループ製品の製造物責任や安全性などを問う

クレームが発生しないという保証はない。 

  

(10) 情報管理に関するリスク 

当グループは、事業の推進・展開に関連して多くの個人情報や機密情報を保有している。これらの情報について

は社内規程の制定、従業員の教育等により情報管理の強化を図っているが、情報が漏洩する可能性は皆無ではな

く、漏洩した場合当グループの事業、財務状況、業績が悪影響を蒙る可能性がある。 

  

(11) 提携・合弁・戦略的出資 

当グループは、事業の推進・展開を図るため、あるいは経営の効率化を目指すために、国内を含むいくつかの国

において提携・合弁・戦略的出資を行っているが、相手先の経営環境、経営方針や事業環境の変化等により当グル

ープの事業、財務状況、業績が悪影響を蒙る可能性がある。 

  

(12) 外国為替リスク及び金利リスク 

当グループは世界各地にて事業展開しており、結果として為替レートの変動による影響を受ける。当グループの

利益は、円と対象通貨との為替レートが変動した場合に不利益を受ける可能性がある。また、当グループは金利変

動リスクにも晒されており、このリスクは全体的な営業費用、調達コスト、金融資産・負債の価値（特に長期債

務）に影響を与える可能性がある。 

  

(13) その他リスク 

上記以外に以下の要因によっても将来的に当グループの事業並びに業績が影響される可能性がある。 

・ＩＴ業界の景気循環性 

・機器、原材料、利用設備、電力等を必要な時に妥当なコストで入手できるかどうか 

・当グループが保有する有価証券の価値下落 

・退職給付会計に係る法令の改定、制度改訂、運用環境の激変 

・火災や地震などの災害や業務上の事故などの発生 

・戦争、テロ、感染症等の要因による社会的混乱 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

技術導入契約 

  

  

契約会社名 相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間 

カシオ計算機(株) 
(当社) 

QUALCOMM Inc. 米国 携帯電話端末
特許実施権の
許諾 

平成10年３月24日から
対象特許の満了日まで 



６ 【研究開発活動】 

当グループ（当社及び連結子会社）は、「創造 貢献」を経営理念に掲げ、独創的な製品の開発を通じて社会に貢献

することを目指し、積極的な研究開発活動を行っている。 

研究開発体制は、新規事業及び長期的視野に立脚した基礎研究・要素技術開発を担当する当社開発部門、既存事業

に直結した製品化開発を担当する当社各事業部の開発部及び関係会社の開発部門から構成されている。 

なお、当連結会計年度における研究開発費は18,205百万円であり、事業の種類別セグメントの主な成果は次のとお

りである。 

  

(エレクトロニクス機器事業) 

当該事業に係る研究開発費は11,428百万円であり、主な成果は次のとおりである。 

◎ 高画質ムービー搭載のカードサイズデジタルカメラ 

薄型カードサイズボディに、600万画素ＣＣＤ、光学３倍ズーム、2.2型高輝度液晶モニターを搭載した「ＥＸ

ＩＬＩＭ ＣＡＲＤ ＥＸ－Ｓ６００」を開発した。静止画撮影時の手ぶれや被写体ぶれを軽減する「アンチシ

ェイクＤＳＰ」を搭載し、ＭＰＥＧ－４方式によるＶＧＡサイズ、30フレーム／秒の高画質ムービー撮影を可能

にした。 

◎ 最大1,200ｃｄ／㎡の高輝度液晶を搭載したデジタルカメラ 

従来機比約３倍の明るさを実現した高輝度・大画面2.7型液晶モニターを搭載したデジタルカメラ「ＥＸＩＬＩ

Ｍ ＺＯＯＭ ＥＸ－Ｚ６００」を開発した。ＣＩＰＡ規格で約550枚撮影可能な長電池寿命を実現したほか、

600万画素ＣＣＤ、光学３倍ズームに加え、静止画撮影時の手ぶれや被写体ぶれを軽減する「アンチシェイクＤＳ

Ｐ」などを搭載した。 

◎ 「百ます計算」に対応した電卓 

単純な四則演算をそれぞれ100問繰り返す「百ます計算」や、空白になっている部分に正しい数字を入力する

「虫食い算」など、「徹底反復」学習を実践できる電卓として、子供向けの「ＥＮ－１００」と大人向けの「Ｅ

Ｎ－２００」を開発した。 

◎ 音声機能を強化した電子辞書 

英・西・独・仏・伊・中の６言語に対応した音声読み上げ機能と、ネイティブスピーカーの正確な発音が聞け

る独自音声技術「ＴＲＵＥ ＶＯＩＣＥ」を搭載した音声電子辞書を開発した。業界最高480×320ドットのバッ

クライト付き「スーパー高精細液晶」、本体にあとからデータを追加できる「コンテンツプラス機能」、落下・

加圧・振動などの衝撃を軽減する堅牢設計「タフコット」を採用した。また、学生から外国語の専門家、一般向

けまで、お客様ごとに使う環境を想定して必要なコンテンツを収録した多数の機種を開発し、多彩なニーズに対

応した。 

◎ 音質・音響を大幅に向上させたスタイリッシュな電子ピアノ 

ピアノ本来の美しい音色やリアルな鍵盤タッチを再現しながら、スリムでスタイリッシュなデザインと普及価

格を実現した電子ピアノ「Ｐｒｉｖｉａ（プリヴィア）」の新製品として、さらに高品位なサウンドを追求した

新開発の「トリプルエレメントＺＰＩ音源」、従来機比２倍以上の大容量波形データ、新設計のバスレフ型スピ

ーカー等の採用により、音質・音響を大幅に向上させた「ＰＸ－１１０／３１０／７００」を開発した。 

◎ ＤＶＤプレーヤーを搭載した防水液晶テレビ 

防水液晶テレビにＤＶＤプレーヤーを搭載することにより、テレビ番組に加えて映画のＤＶＤから音楽ＣＤま

で幅広いソフトが楽しめる「ＤＶ－９００Ｗ（９Ｖ型ワイド画面）／ＤＶ－７００Ｗ（７Ｖ型ワイド画面）」を

開発した。本体・リモコンとも、バスルームやキッチンなど、水を使う場所で安心して使用可能なＪＩＳ ＩＰＸ

６（旧ＪＩＳ保護等級６耐水形）相当に加え、ＪＩＳ ＩＰＸ７（旧ＪＩＳ保護等級７防浸形）相当の防水仕様を

実現した。 

◎ 電波ソーラー搭載のアウトドア用ウオッチ 



方位・気圧／高度・温度を計測する３種類のセンサーに加え、光で駆動し正確な時刻を表示する電波ソーラー

機能を搭載したアウトドア用ウオッチ「プロトレック トリプルセンサー ＰＲＷ－１０００」を開発した。 

◎ 耐水・耐衝撃性能を実現した携帯電話 

折りたたみ形状でマクロ機能付きの128万画素カメラを搭載し、ＪＩＳ ＩＰＸ７相当の耐水性能と、日常生活

のハードな使用にも耐えうる耐衝撃性能を実現した携帯電話「Ｇ’ｚＯｎｅ ＴＹＰＥ－Ｒ」を開発した。 

◎ 音楽再生や電子マネーに対応した携帯電話 

音楽を楽しめる「ａｕ ＬＩＳＴＥＮ ＭＯＢＩＬＥ ＳＥＲＶＩＣＥ」や、「おサイフケータイ®」、「モバ

イルＳｕｉｃａ®」などの各種サービスに対応した携帯電話「Ｗ４１ＣＡ」を開発した。2.1メガピクセルカメ

ラ、回転式2.6インチワイドＱＶＧＡ液晶などを搭載しながら、折りたたみ形状で厚さ約22ｍｍの薄型サイズを実

現した。 

◎ コミュニケーション機能を強化したＰＤＡスタイルの業務用携帯情報端末 

ＰＤＡスタイルのコンパクトボディに、Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ®や高性能レーザースキャナ、大きく見やすい3.7

型ＶＧＡ半透過型ＴＦＴ液晶、ＩＥＥＥ８０２．１１ｂ／ｇの両規格に準拠した無線ＬＡＮモジュールとメガピ

クセルＣＣＤカメラを内蔵した業務用携帯情報端末「カシオペア ＤＴ－５２００」を開発した。 

◎ 低ランニングコストを実現した高速カラーページプリンタ 

ＬＥＤ４連タンデム方式によるカラー毎分33枚・モノクロ毎分38枚の高速印刷を実現するとともに、トナーカ

ートリッジの循環利用により、フルカラー印刷で約11円、モノクロ印刷で約2.9円という低ランニングコストを実

現したカラーページプリンタ「ＳＰＥＥＤＩＡ Ｎ６０００」を開発した。 

  

(デバイスその他事業) 

当該事業に係る研究開発費は2,505百万円であり、主な成果は次のとおりである。 

◎ モバイル機器に最適なスピーカー内蔵小型液晶モジュール 

ＴＦＴ液晶ディスプレイと積層型圧電セラミックスピーカーを3.2ｍｍの厚さで一体化したスピーカー内蔵の小

型液晶モジュールを開発した。積層型圧電セラミックスピーカーは、消費電力が小さく他の部品へ磁気の影響を

与えないため、実装スペースが限られ、低消費電力が求められるデジタルカメラやＰＭＰ（ポータブル・マルチ

メディア・プレーヤー）、携帯電話などに適している。 

◎ 超高精細両面フレキシブル基板 

ＣＯＦ（チップ・オン・フィルム）技術をベースに、超微細孔加工技術、微細孔をフラットにフィリングする

銅メッキ技術、表裏パターンの高精度アライメント技術を新たに開発することにより、超高精細の両面フレキシ

ブル基板を実現した。これにより、基板面積サイズを約１／４に縮小することが可能となり、携帯電話等のモバ

イル機器の小型化・軽量化・薄型化に寄与する。 

  

上記以外にセグメントに関連づけられない基礎研究及び要素技術開発に係る研究開発費は4,272百万円であり、主な

成果は次のとおりである。 

◎ 携帯機器向け燃料電池への実装が可能なマイクロ改質器 

ノートＰＣなどの携帯用機器に最適な電源として開発中の改質型燃料電池において、断熱構造・高速起動・有

害物質低減などの特徴を実現し、携帯機器への実装に求められる条件を満たしたマイクロ改質器を開発した。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 財政状態 

当グループ（当社及び当社の関係会社…以下同じ）は、自己資本比率、Ｄ／Ｅレシオの改善を目指し、財務基盤

の強化を推進している。 

当連結会計年度末の総資産は、前期比62億円増の5,019億円となった。流動資産は、売上債権の増加、有価証券の

減少などにより、前期比107億円減の3,191億円となった。固定資産は、投資有価証券の増加などにより、前期比169

億円増の1,827億円となった。 

当連結会計年度末の負債の合計は、前期比240億円減の2,989億円となった。流動負債は、一年内償還予定社債の

償還、一年内返済予定長期借入金の固定負債からの振替などにより、前期比121億円減の1,839億円となった。固定

負債は、長期借入金の流動負債への振替などにより、前期比119億円減の1,149億円となった。 

当連結会計年度末の資本は、利益剰余金の増加などにより、前期比287億円増の1,910億円となった。この結果、

自己資本比率は、前期比5.4ポイント増の38.1％に向上するとともに、自己資本利益率は前期比0.6ポイント減の

13.4％となった。 

  

(2) キャッシュ・フロー 

営業活動によるキャッシュ・フローは、前期比210億円減少の438億円の収入となった。主な内訳は、税金等調整

前当期純利益396億円（前期330億円）、減価償却費266億円（前期229億円）、売上債権の増加額106億円（前期は減

少額87億円）、法人税等の支払額171億円（前期50億円）などである。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、前期比８億円減少の296億円の支出となった。主な内訳は、有形固定資産

の取得による支出199億円（前期200億円）、無形固定資産の取得による支出118億円（前期91億円）、関係会社株式

の売却による収入29億円（前期４億円）などである。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、前期比262億円減少の398億円の支出となった。主な内訳は、社債の償還

による支出300億円（前期110億円）、長期借入金の返済による支出96億円（前期17億円）などである。 

以上の結果、当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、社債の償還による支出、期末月における新商品

売上増加に伴う売掛金の増加などにより、前連結会計年度末比223億円減少の1,252億円となった。 

  

(3) 資金需要 

当グループの資金需要の主なものは、製品製造のための材料の購入費、製造費、販売費及び一般管理費等の営業

費用に係わる運転資金と設備投資資金であり、これら資金については、主として自己資金を充当している。なお、

営業費用の主なものは、人件費、研究開発費、広告宣伝費、販売促進費等である。 

  

(4) 資金調達 

当連結会計年度において、新株式及び社債の発行による調達は行っていない。また、当グループでは、主要取引

金融機関と特定融資枠契約を締結しており、当連結会計年度末現在、これらの契約の未実行残高は505億円である。

  

(5) 経営成績 

当グループは、経営目標の達成に向け、時計、デジタルカメラ、電子辞書、携帯電話、ＴＦＴ液晶といった戦略

事業を強力に推進・展開すると共に、商品力の強化による付加価値の大幅改善、経営効率化の推進など利益体質の

強化に努めた。その結果、売上高は４期連続の増収となる5,803億円（前期比3.8％増）、営業利益についても４期

連続の増益となる431億円（前期比10.4％増）、売上高営業利益率は前期比0.4ポイント増の7.4％となった。なお、

事業別の売上高及び営業利益の概況については、「１ 業績等の概要 (1)業績」に記載している。 

営業外損益においては、金融収支の改善を始めとする財務体質強化施策の効果により、経常利益は389億円（前期

比15.9％増）となり、売上高経常利益率は前期比0.7ポイント増の6.7％に向上した。 



特別損益においては、マイ・テレビ(株)の株式の売却に伴う関係会社株式売却益の計上などにより、税金等調整

前当期純利益は396億円（前期比19.9％増）、当期純利益は237億円（前期比10.3％増）となり、売上高当期純利益

率は前期比0.2ポイント増の4.1％、１株当たり当期純利益は88円57銭となった。 

この結果、売上高、当期純利益は３期連続で過去最高を更新した。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当グループ（当社及び連結子会社・・・以下同じ）は、当連結会計年度において、今後とも成長が期待できる製品

市場・研究開発分野に重点を置き、エレクトロニクス機器事業を中心に全体で19,711百万円の設備投資を実施した。 

エレクトロニクス機器事業では、コンシューマ部門におけるデジタルカメラ・電子辞書等の新機種生産対応設備、

時計部門における電波ソーラー時計の新機種生産対応設備、ＭＮＳ部門における携帯電話等の新機種ラインアップ強

化のための設備及び次世代商品開発のための設備、情報機器部門における開発設計・生産対応設備等10,592百万円の

設備投資を行った。 

デバイスその他事業では、デジタルカメラ・携帯電話向け等のＴＦＴや、ＣＯＦ（チップ・オン・フィルム）等の

フィルムデバイス増産設備、超小型半導体パッケージであるＷ－ＣＳＰ（ウェハーレベル・チップ・サイズ・パッケ

ージ）の生産設備、及び新技術開発のための試験設備として8,765百万円の投資を行った。 

全社共通部門（当社の生産技術・開発部門及び本社営業部門）においては、研究開発及び環境設備等354百万円の設

備投資を行った。 

上記所要資金については、主として自己資金により充当している。 

  



２ 【主要な設備の状況】 

当グループにおける主要な設備は、次のとおりである。 

(1) 提出会社 

平成18年３月31日現在 

  

(2) 国内子会社 

平成18年３月31日現在 

  

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別
セグメント 
の名称 

設備の内容 
帳簿価額(百万円) 従業

員数 
(人) 建物及び

構築物 機械装置
工具器具
備品 

土地
(面積㎡) その他 合計 

八王子技術センター 
(東京都八王子市) 

エレクトロニクス
機器事業 
デバイスその他 
事業 

システム機器の開発
用設備 
ＴＦＴの研究開発用
設備 

3,948 413 1,342
685

(13,620)
74 6,462 596

羽村技術センター 
(東京都羽村市) 

エレクトロニクス
機器事業 
デバイスその他 
事業 

電卓、電子辞書、デ
ジタルカメラ、電子
楽器、電子時計等の
研究開発用設備 

2,028 226 3,193
1,816
(27,544)

121 7,384 1,131

本社 
(東京都渋谷区) 全社共通 その他設備 7,322 － 157

10,801
(4,897)

115 18,395 919

支店・営業所 
(東京都千代田区他) 全社共通 その他設備 

(注)２
516 － 42

3,189
(2,447)
[456]

－ 3,747 674

関係会社貸与資産 
(高知県南国市他) 

エレクトロニクス
機器事業 
デバイスその他 
事業 

電卓、電子辞書、デ
ジタルカメラ、電子
時計、システム機
器、ＴＦＴ等の生産
設備その他 

(注)２

7,959 4,462 1,834
8,449

(198,142)
[4,195]

1 22,705 －

寮及び社宅等 
(東京都荒川区他) 全社共通 その他設備 

(注)２
1,427 － 17

4,136
(64,605)
[339]

－ 5,580 －

会社名 
(所在地) 

事業の種類別
セグメント 
の名称 

設備の内容 
帳簿価額(百万円) 従業

員数 
(人) 建物及び

構築物 機械装置
工具器具
備品 

土地
(面積㎡) その他 合計 

山形カシオ(株) 
(山形県東根市) 

エレクトロニクス
機器事業 
デバイスその他 
事業 

デジタルカメラ、
電子時計、携帯電
話等の生産設備 

(注)２

934 366 195
1,314
(97,352)
[2,184]

18 2,827 559

カシオ電子工業(株) 
(埼玉県入間市) 

エレクトロニクス
機器事業 

ページプリンタの
生産設備 

(注)２
82 489 70

─
[6,240]

1 642 85

甲府カシオ(株) 
(山梨県中央市) 

エレクトロニクス
機器事業 
デバイスその他 
事業 

携帯情報端末、シ
ステム機器、ＬＣ
Ｄ等の生産設備 

(注)２

429 435 205
183

(15,912)
[713]

28 1,280 372

カシオマイクロニクス 
(株) 
(東京都青梅市) 

デバイスその他 
事業 

電子部品の生産設
備及び開発用設備 

(注)２
3,573 7,530 405

502
(7,287)
[4,794]

102 12,112 630

高知カシオ(株) 
(高知県南国市) 

デバイスその他 
事業 

電子部品の生産設
備及び開発用設備 32 12 53 ─ ─ 97 257

(株)カシオ日立モバイル
コミュニケーションズ 
(東京都東大和市) 

エレクトロニクス
機器事業 

携帯電話の開発、
設計及び生産設備 133 137 3,251 ─ ─ 3,521 364

セイヨー電子(株) 
(山梨県甲府市) 

エレクトロニクス
機器事業 
デバイスその他 
事業 

携帯情報端末等の
生産設備 170 35 4

200
(8,213)
[1,008]

3 412 35

カシオテクノ(株) 
(東京都千代田区) 

デバイスその他 
事業 その他設備 27 ─ 89 ─ ─ 116 347

カシオエステート(株) 
(東京都渋谷区) 

デバイスその他 
事業 その他設備 1,120 ─ ─

4,047
(63,733)

─ 5,167 ─

(株)シー・シー・ピー 
(埼玉県川口市) 

デバイスその他 
事業 

その他設備 
(注)２

1 ─ 127
─

[198]
─ 128 65



(3) 在外子会社 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は運搬具、建設仮勘定の合計である。なお、上記金額には消費税等は含まれていない。 

２ 連結会社以外から土地及び建物を賃借している。賃借している土地の面積については、[ ]で外書きしている。 

３ 現在休止中の主要な設備はない。 

  

会社名 
(所在地) 

事業の種類別
セグメント 
の名称 

設備の内容 
帳簿価額(百万円) 従業

員数 
(人) 建物及び

構築物 機械装置
工具器具
備品 

土地
(面積㎡) その他 合計 

Casio Computer 
(Hong Kong)Ltd. 
(Kowloon Hong Kong) 

エレクトロニクス
機器事業 
デバイスその他 
事業 

電卓等の生産設備
(注)２

─ 226 148
─

[1,764]
106 480 133

カシオ電子(深圳) 
有限公司 
(中国広東省深圳市) 

エレクトロニクス
機器事業 

電子時計の生産設
備 

(注)２
34 ─ 81

─
[18,617]

360 475 149

カシオ電子科技(中山) 
有限公司 
(中国広東省中山市) 

エレクトロニクス
機器事業 

電卓の生産設備 
(注)２

─ ─ ─
─

[56,667]
390 390 2

Casio,Inc. 
(New Jersey U.S.A.) 

エレクトロニクス
機器事業 

その他設備 
(注)２

573 148 89
457

(92,228)
[28,868]

8 1,275 217

Casio Europe GmbH 
(Norderstedt Germany) 

エレクトロニクス
機器事業 

その他設備 
(注)２

121 39 84
─

[16,963]
3 247 312

Casio(Thailand) 
Co.,Ltd. 
(Pathumthani Thailand) 

エレクトロニクス
機器事業 

電子時計等の生産
設備 168 382 18

46
(31,148)

4 618 766



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

当グループの設備投資計画（新設・補充）は、年度ごとに主に部門別に策定する短期（１年以内）の計画と個別プ

ロジェクトごとに策定する長期（１年超）の計画により構成されているため、両計画を集約した事業の種類別セグメ

ントごとの数値を開示する方法によっている。 

期末時点での設備投資計画は、30,000百万円であり、事業の種類別セグメントごとの内訳は次のとおりである。 

  

(注) １ 上記金額には消費税等は含まれていない。 

２ 経常的な設備の更新のための除売却を除き、重要な設備の除売却の計画はない。 

３ 各事業の計画概要は、次のとおりである。 

  (エレクトロニクス機器事業) 

   コンシューマ部門は、デジタルカメラ、電子辞書等の新機種量産用設備及び開発体制強化のための投資である。 

   時計部門は、電波ソーラー時計を中心とした新機種量産用設備及び自動化・省力化のための生産設備等の投資である。

   ＭＮＳ部門は、携帯電話等の新機種量産用設備及び開発のための設備等の投資である。 

   情報機器部門は、新機種量産用設備及び機能強化のための投資である。 

  (デバイスその他事業) 

デジタルカメラ・携帯電話向け等のＴＦＴ生産設備増強投資、ＣＯＦ（チップ・オン・フィルム）等のフィルムデバイ

ス事業における新工場建設及び生産設備、デバイスの新機種・新技術開発のための実験・試験設備等の投資である。 

  (全社共通) 

   基礎研究・新技術開発並びに生産技術確立のための設備、事務効率化、情報の共有化等システム変更を含む情報技術関

連の投資、環境設備等の投資である。 

  

事業の種類別 
セグメントの名称 

平成18年３月末 
計画金額 
(百万円) 

設備等の主な内容・目的 完成予定年月 資金調達方法 

エレクトロニクス機
器事業 

12,000 
新機種生産設備並びに開発体制
の強化のための投資 

平成19年３月 自己資金 

デバイスその他事業 17,000 
増産・生産性向上のための投資
及び新機種・新技術開発設備 

平成19年３月 自己資金及び借入金

全社共通 1,000 
新技術開発・生産技術・基礎研
究設備、情報技術関連投資、環
境設備等 

平成19年３月 自己資金 

合計 30,000 ― ― ― 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注) 「提出日現在発行数」には、平成18年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株

式数は含まれていない。 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 471,693,000 

計 471,693,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月29日)

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 270,442,868 270,442,868 東京証券取引所(市場第一部) ― 

計 270,442,868 270,442,868 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

① 新株予約権 

  

(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。 

２ 新株予約権発行後時価を下回る価額で新株の発行(時価発行として行う公募増資、発行済転換社債の転換、新株予約権及

び新株予約権証券の行使の場合は除く。)を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満

の端数は切り上げる。 
  

  
   また、新株予約権発行後、当社普通株式の分割又は併合が行われる場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式に

より行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 
  

  
３ 新株予約権の行使の条件は次のとおりである。 

(1) 新株予約権の発行にかかる取締役会において割当を受けた者(以下、「新株予約権者」という。)は当該新株予約権の権

利行使時において当社及び関係会社の取締役、従業員又は監査役の地位にあることを要する。ただし、任期満了により

もしくは法令変更に伴い退任した場合又は定年で退職した場合は、いずれも地位を失った日から２年を経過していない

こと。 

(2) 新株予約権者は権利行使時において、当該行使にかかる新株予約権発行の日以降、破産宣告を受けていないこと及び当

社の就業規則に基づく減給以上の懲戒処分を受けていないことを要する。 

(3) 新株予約権者が、当社及び関係会社の取締役、従業員又は監査役の地位にある時に死亡した場合は、新株予約権者の死

亡の日より２年以内(ただし、権利行使期間の末日を超えない。)に限り下記(5)により締結される契約に従い、相続人

が権利を行使することができる。 

(4) 新株予約権者又は相続人は一度の手続きにおいて新株予約権の全部又は一部を行使することができる。ただし、当社の

１単元の株式数未満の株式数となる新株予約権の行使は認められない。 

(5) その他権利行使の条件は、定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき当社と新株予約権者との間で締結する契約に定

めるところによる。 

(6) 権利行使時の所得税非課税の適用を受ける契約を締結した者の年間(１月１日～12月31日)の権利行使金額は1,200万円

を限度とする。 

(7) 別途、権利喪失事由を定め、喪失条件に該当した場合は権利行使を認めない。 

  

株主総会の特別決議日(平成14年６月27日) 

  
事業年度末現在
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数(個) 303 (注)１ 295 (注)１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 303,000 295,000 

新株予約権の行使時の払込金額(円)
699,000

(１株当たり699) 
(注)２ 

同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年７月１日～
平成21年６月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場
合の株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格  699
資本組入額  350 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する。 同左 

  

調整後 

行使価額 

  

＝ 

  

調整前 

行使価額 

 

×

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

調整後 

行使価額 
＝ 
調整前 

行使価額 
×

１ 

分割・併合の比率



  

(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。 

２ 新株予約権発行後時価を下回る価額で新株の発行(時価発行として行う公募増資、発行済転換社債の転換、新株予約権及

び新株予約権証券の行使の場合は除く。)を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満

の端数は切り上げる。 
  

  
   また、新株予約権発行後、当社普通株式の分割又は併合が行われる場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式に

より行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 
  

  
３ 新株予約権の行使の条件は次のとおりである。 

(1) 新株予約権の発行にかかる取締役会において割当を受けた者(以下、「新株予約権者」という。)は当該新株予約権の権

利行使時において当社及び当社関係会社の取締役、従業員又は監査役の地位にあることを要する。ただし、任期満了に

よりもしくは法令変更に伴い退任した場合又は定年で退職した場合は、いずれも地位を失った日から２年を経過してい

ないこと。 

(2) 新株予約権者は権利行使時において、当該行使にかかる新株予約権発行の日以降、破産宣告を受けていないこと並びに

当社及び当社関係会社の就業規則に基づく減給以上の懲戒処分を受けていないことを要する。 

(3) 新株予約権者が、当社及び当社関係会社の取締役、従業員又は監査役の地位にある時に死亡した場合は、新株予約権者

の死亡の日より２年以内(ただし、権利行使期間の末日を超えない。)に限り下記(5)により締結される契約に従い、相

続人が権利を行使することができる。 

(4) 新株予約権者又は相続人は一度の手続きにおいて新株予約権の全部又は一部を行使することができる。ただし、当社の

１単元の株式数未満の株式数となる新株予約権の行使は認められない。 

(5) その他権利行使の条件は、定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき当社と新株予約権者との間で締結する契約に定

めるところによる。 

(6) 権利行使時の所得税非課税の適用を受ける契約を締結した者の年間(１月１日～12月31日)の権利行使金額は1,200万円

を限度とする。 

(7) 別途、権利喪失事由を定め、喪失条件に該当した場合は権利行使を認めない。 

  

株主総会の特別決議日(平成15年６月27日) 

  
事業年度末現在
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数(個) 140 (注)１ 131 (注)１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 140,000 131,000 

新株予約権の行使時の払込金額(円)
1,221,000

(１株当たり1,221) 
(注)２ 

同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年７月１日～
平成22年６月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場
合の株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格 1,221
資本組入額  611 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する。 同左 

  

調整後 

行使価額 

  

＝ 

  

調整前 

行使価額 

 

×

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

調整後 

行使価額 
＝ 
調整前 

行使価額 
×

１ 

分割・併合の比率



  

(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株である。 

２ 新株予約権発行後時価を下回る価額で新株の発行(時価発行として行う公募増資、新株予約権及び新株予約権証券の行使

の場合は除く。)を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 
  

  
   また、新株予約権発行後、当社普通株式の分割又は併合が行われる場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式に

より行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 
  

  
３ 新株予約権の行使の条件は次のとおりである。 

(1) 新株予約権の発行にかかる取締役会において割当を受けた者(以下、「新株予約権者」という。)は当該新株予約権の権

利行使時において当社及び当社関係会社の取締役、従業員又は監査役の地位にあることを要する。ただし、任期満了に

よりもしくは法令変更に伴い退任した場合又は定年で退職した場合は、いずれも地位を失った日から２年を経過してい

ないこと。 

(2) 新株予約権者は権利行使時において、当該行使にかかる新株予約権発行の日以降、破産宣告を受けていないこと並びに

当社及び当社関係会社の就業規則に基づく減給以上の懲戒処分を受けていないことを要する。 

(3) 新株予約権者が、当社及び当社関係会社の取締役、従業員又は監査役の地位にある時に死亡した場合は、新株予約権者

の死亡の日より２年以内(ただし、権利行使期間の末日を超えない。)に限り下記(5)により締結される契約に従い、相

続人が権利を行使することができる。 

(4) 新株予約権者又は相続人は一度の手続きにおいて新株予約権の全部又は一部を行使することができる。ただし、当社の

１単元の株式数未満の株式数となる新株予約権の行使は認められない。 

(5) その他権利行使の条件は、定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき当社と新株予約権者との間で締結する契約に定

めるところによる。 

(6) 権利行使時の所得税非課税の適用を受ける契約を締結した者の年間(１月１日～12月31日)の権利行使金額は1,200万円

を限度とする。 

(7) 別途、権利喪失事由を定め、喪失条件に該当した場合は権利行使を認めない。 

  

株主総会の特別決議日(平成16年６月29日) 

  
事業年度末現在
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数(個) 2,640 (注)１ 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 264,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額(円)
157,500

(１株当たり1,575) 
(注)２ 

同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年７月１日～
平成23年６月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場
合の株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格 1,575
資本組入額  788 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する。 同左 

  

調整後 

行使価額 

  

＝ 

  

調整前 

行使価額 

 

×

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

調整後 

行使価額 
＝ 
調整前 

行使価額 
×

１ 

分割・併合の比率



  
② 新株予約権付社債 

  

(注) １ 本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る価額で当社普通株式を発行し又は当社の保有する当社

普通株式を処分する場合には、次の算式により調整される。なお、次の算式において、「既発行株式数」は当社の発行済

普通株式(当社が保有するものを除く。)の総数をいう。 
  

  
   また、転換価額は、当社普通株式の分割又は併合、当社普通株式の時価を下回る価額をもって当社普通株式の発行又は

移転を請求できる新株予約権(新株予約権付社債に付されるものを含む。）の発行が行われる場合その他一定の事由が生

じた場合にも適宜調整される。 

  

２ ①当社の選択による本社債の繰上償還の場合は、償還日の東京における３営業日前の日まで、②本新株予約権付社債の所

持人の選択による本社債の繰上償還の場合は、償還通知書が本新株予約権付社債の要項に定める支払・新株予約権行使請

求受付代理人に預託された時まで、③買入消却の場合は、当社が本社債を消却した時又は当社の子会社が本社債を消却の

ため当社に交付した時まで、また④期限の利益喪失の場合には、期限の利益の喪失時までとする。上記いずれの場合も、

平成22年９月16日（行使請求受付場所現地時間）より後に本新株予約権を行使することはできない。 

  

2010年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債(平成15年12月19日発行) 

  
事業年度末現在
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数(個) 10,000 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 12,362,971 同左 

新株予約権の行使時の払込金額(円)
2,030,000

(１株当たり1,642) 
(注)１ 

同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年１月５日～
平成22年９月16日 

(注)２ 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場
合の株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格 1,642
資本組入額  821 

同左 

新株予約権の行使の条件 
各本新株予約権の一部行使はで
きない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 該当なし 同左 

新株予約権付社債の残高(百万円) 20,000 同左 

  

  

調整後 

転換価額 

  

  

＝ 

  

  

調整前 

転換価額 

 

 

×

  

既発行株式数＋

発行又は 

処分株式数 
×
１株当たり発行

又は処分価額 

時価 

既発行株式数＋発行又は処分株式数 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) １ 第46期中における資本準備金による自己株式消却による減少 

２ 第47期中における資本準備金による自己株式消却による減少 

  

(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 自己株式4,479,067株は「個人その他」に44,790単元及び「単元未満株式の状況」に67株含まれている。 

なお、自己株式4,479,067株は株主名簿上の株式数であり、平成18年３月31日現在の実保有残高は4,478,067株である。 

２ 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が75単元含まれている。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成13年４月１日～ 
平成14年３月31日 
(注)１ 

△571 271,007 ― 41,549 △312 57,885 

平成14年４月１日～ 
平成15年３月31日 
(注)２ 

△565 270,442 ─ 41,549 △362 57,522 

平成15年４月１日～ 
平成16年３月31日 

─ 270,442 ─ 41,549 ─ 57,522 

平成16年４月１日～ 
平成17年３月31日 

─ 270,442 ─ 41,549 ─ 57,522 

平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日 

─ 270,442 ─ 41,549 ─ 57,522 

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株) 

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人
その他 

計 

個人以外 個人 

株主数(人) ─ 107 44 334 339 8 28,044 28,876 ― 

所有株式数 
(単元) 

─ 1,292,899 37,324 294,633 487,657 59 587,971 2,700,543 388,568

所有株式数 
の割合(％) 

─ 47.88 1.38 10.91 18.06 0.00 21.77 100.00 ―



(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 上記の信託銀行所有株式には、信託業務に係る株式が次のとおり含まれている。 

   日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社  37,345千株 

   日本マスタートラスト信託銀行株式会社    20,141千株 

   資産管理サービス信託銀行株式会社       7,072千株 

   住友信託銀行株式会社              752千株 

２ 上記のほか、当社所有の自己株式4,478千株(1.66％)がある。 

３ 株式会社三井住友銀行は上記のほか、当社株式6,365千株(2.35％)を退職給付信託に拠出しており、議決権行使について

は同行が指図権を留保している。なお、当該株式数は日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数に含まれ

ている。 

４ モルガン・スタンレー証券株式会社から平成18年４月10日付で連名により提出された大量保有報告書の変更報告書によ

り、平成18年３月31日現在において同社を含む11社が11,959千株を所有している旨の報告を受けたが、当社として当事業

年度末現在における実質所有株式数の確認ができないため、上記「大株主の状況」では考慮していない。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社 

東京都中央区晴海１－８－11 37,345 13.81

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社 

東京都港区浜松町２－11－３ 20,141 7.45

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 13,669 5.05 

有限会社カシオブロス 東京都渋谷区本町１－６－２ 10,000 3.70 

資産管理サービス信託銀行株式
会社 

東京都中央区晴海１－８－12 7,072 2.62 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１－１－２ 6,789 2.51

樫尾俊雄 東京都世田谷区 5,344 1.98 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 5,077 1.88 

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２－27－２ 4,122 1.52 

住友信託銀行株式会社 大阪府大阪市中央区北浜４－５－33 3,828 1.42 

計 ― 113,390 41.93 



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が7,500株(議決権75個)含まれている。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式67株が含まれている。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

(注) このほか、株主名義上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権10個)ある。なお、当該株

式数は「①発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含めている。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

― ― 
普通株式 4,478,000

完全議決権株式(その他) 普通株式 265,576,300 2,655,763 ― 

単元未満株式 普通株式 388,568 ―
１単元(100株) 
未満の株式 

発行済株式総数 270,442,868 ― ― 

総株主の議決権 ― 2,655,763 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
カシオ計算機株式会社 

東京都渋谷区本町 
１－６－２ 

4,478,000 ― 4,478,000 1.7

計 ― 4,478,000 ― 4,478,000 1.7 



(7) 【ストックオプション制度の内容】 
  

  

  

  

決議年月日 平成14年６月27日 

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役 11名
当社従業員 119名 
当社監査役 ３名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載している。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

決議年月日 平成15年６月27日 

付与対象者の区分及び人数 
当社従業員  27名
子会社取締役 ８名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載している。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

決議年月日 平成16年６月29日 

付与対象者の区分及び人数 
当社従業員   32名
関係会社取締役 １名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載している。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項なし。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項なし。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項なし。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項なし。 

  



３ 【配当政策】 

当社は、企業の安定成長に必要な研究開発や投資に充当するため利益の一部を内部留保とする一方、株主貢献への

見地から業績の伸展を踏まえ、一段と弾力的な方針で進めていく。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

回次 第46期 第47期 第48期 第49期 第50期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 888 773 1,283 1,663 2,190 

最低(円) 410 546 690 1,130 1,377 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高(円) 1,813 2,060 2,190 2,140 2,080 2,110 

最低(円) 1,620 1,756 1,948 1,927 1,820 1,843 



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

代表取締役 
会長   樫 尾 俊 雄 大正14年１月１日生

昭和21年４月 

昭和32年６月 
昭和35年５月 

昭和45年３月 
昭和63年12月 

樫尾製作所入所 

当社設立と同時に取締役 
専務取締役 

開発本部長 
取締役会長 

5,344

代表取締役 
社長   樫 尾 和 雄 昭和４年１月９日生

昭和25年４月 

昭和32年６月 
昭和40年７月 

昭和51年６月 
昭和63年12月 

樫尾製作所入所 

当社設立と同時に取締役 
常務取締役営業本部長 

専務取締役 
取締役社長 

3,102

代表取締役 
副社長   樫 尾 幸 雄 昭和５年11月29日生

昭和27年４月 

昭和32年６月 

昭和40年７月 

昭和54年４月 

昭和63年12月 

平成２年６月 

平成３年４月 

  

平成３年６月 

樫尾製作所入所 

当社設立と同時に取締役 

常務取締役生産本部長 

技術本部長 

専務取締役 

デバイス事業本部長兼技術本部長 

研究開発本部長兼デバイス事業本

部長 

取締役副社長 

3,683

常務取締役 営業本部長 鈴 木 洋 三 昭和22年４月７日生

昭和45年４月 

平成７年４月 

  

  

平成７年６月 

平成９年３月 

平成10年６月 

平成11年１月 

平成13年10月 

  

平成14年４月 

当社入社 

デバイス事業本部長兼カシオマイ

クロニクス株式会社兼カシオ電子

デバイス株式会社社長 

当社取締役 

デバイス事業部長 

常務取締役 

コンシューマ事業部長 

コンシューマ事業部長兼営業本部

副本部長 

営業本部長 

40

常務取締役 経理・資金・ 
ＩＲ担当 髙 木 明 德 昭和15年８月31日生

昭和39年４月 

平成５年６月 

平成８年６月 

  

平成11年６月 

平成12年６月 

平成13年６月 

株式会社住友銀行入行 

同取締役 

すみぎん信託銀行株式会社取締役

社長 

当社取締役経理・資金担当 

経理・資金・ＩＲ担当 

常務取締役 

12

常務取締役 研究開発担当 小 野 佳 男 昭和25年２月５日生

昭和47年４月 

平成９年３月 

  

平成９年６月 

平成10年４月 

  

平成11年１月 

平成12年10月 

平成13年10月 

平成14年４月 

平成14年６月 

平成17年６月 

当社入社 

コンシューマ事業本部時計事業部

開発統轄部長 

取締役 

コンシューマ事業本部時計事業部

副事業部長 

時計事業部副事業部長 

時計事業部長 

時計事業部長兼営業本部時計担当 

開発本部長 

常務取締役 

研究開発担当 

30



  
役名 職名 氏名 生年月日 略歴

所有株式数
(千株) 

常務取締役 開発本部長 村 上 文 庸 昭和30年８月31日生

昭和54年４月 

平成12年４月 
平成13年10月 

  
平成14年４月 

  
平成14年６月 

平成16年６月 
平成17年４月 

  
平成17年６月 

平成17年６月 

当社入社 

コンシューマ事業部ＣＥＳ部長 
コンシューマ事業部ＣＥＳ統轄部

長 
開発本部第一コンシューマ統轄部

長 
執行役員 

取締役 
生産資材本部長兼開発本部第一コ

ンシューマ統轄部長 
開発本部長 

常務取締役 

5

取締役 開発担当 高 須   正 昭和25年１月１日生

昭和48年４月 
昭和61年９月 

平成３年４月 
  

平成５年６月 
  

平成11年６月 
  

平成12年４月 
平成13年４月 

平成15年６月 
平成15年６月 

当社入社 
電卓製造事業部開発部長 

情報機器事業本部ＷＰ開発事業部

長 

取締役パーソナル情報機器事業本

部長 

執行役員コンシューマ事業部副事

業部長 

インターネット開発センター長 
開発センター長 

開発担当 
取締役 

40

取締役 デバイス事業 
部長 馬 渡   惇 昭和22年７月１日生

昭和45年４月 

昭和62年５月 

平成６年４月 

平成10年４月 

平成13年６月 

平成14年10月 

平成15年６月 

当社入社 

研究開発本部第三研究部長 

デバイス事業本部ＴＦＴ事業部長 

デバイス事業部副事業部長 

執行役員 

デバイス事業部長 

取締役 

17

取締役 総合企画部長兼
人事部長 武 市 浩 一 昭和21年４月20日生

昭和48年11月 

平成13年１月 

平成13年６月 

平成15年６月 

平成16年７月 

当社入社 

総合企画部長 

執行役員 

取締役 

総合企画部長兼人事部長 

10

取締役 
営業本部 
国内営業統轄 
部長 

樫 尾   彰 昭和33年３月28日生

昭和57年９月 

平成５年５月 

平成７年３月 

平成13年４月 

平成13年６月 

平成15年６月 

平成15年６月 

平成16年４月 

  

平成17年10月 

  

  

平成18年４月 

当社入社 

カシオ電子工業株式会社取締役 

同 取締役社長 

当社システム事業部副事業部長 

執行役員 

開発本部ページプリンタ統轄部長 

取締役 

営業本部システムソリューション

営業統轄部長 

営業本部システムソリューション

営業統轄部長兼開発本部システム 

統轄部長 

営業本部国内営業統轄部長 

587

取締役 開発本部 
ＱＶ統轄部長 高 島   進 昭和25年６月１日生

昭和51年４月 

平成13年10月 

平成15年１月 

平成15年６月 

平成17年６月 

当社入社 

コンシューマ事業部ＱＶ部長 

開発本部ＱＶ統轄部長 

執行役員 

取締役 

6



  

(注) １ 監査役本多 健、大德宏教は会社法第２条第16号に定める社外監査役である。 

２ 平成11年６月より執行役員制を導入している。 

３ 代表取締役社長樫尾和雄及び代表取締役副社長樫尾幸雄は代表取締役会長樫尾俊雄の実弟である。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

監査役 
(常勤)   本 多   健 昭和19年10月５日生

昭和43年４月 

平成８年６月 
平成９年６月 

  
平成10年６月 

株式会社三井銀行入行 

株式会社さくら銀行取締役 
株式会社三井ファイナンスサービ

ス代表取締役副社長 
当社監査役 

3

監査役   山 田 吉 信 昭和22年８月28日生

昭和45年４月 

平成元年５月 
平成４年10月 

平成７年８月 
平成８年５月 

平成10年４月 
平成11年５月 

平成16年６月 

当社入社 

時計製造事業部技術統轄部長 
デバイス事業本部液晶事業部長 

ＭＩＣ事業本部技術統轄部長 
ＰＭＣ事業本部品質保証部長 

品質・環境技術センター長 
品質・環境センター長 

監査役 

3

監査役   大 德 宏 教 昭和20年５月９日生

昭和44年３月 

  

昭和52年12月 

昭和58年４月 

  

平成８年６月 

アーサーアンダーセン＆カンパニ

ー会計事務所入所 

監査法人朝日会計社入社 

大德宏教公認会計士・税理士事務

所開設、現在に至る 

当社監査役 

―

計 12,882 



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

経営目標を確実に達成し競争力を強化し企業価値を高めていくためには、迅速な意思決定や適切な業務執行と共

に、経営の透明性を向上する経営監視機能の強化が極めて重要と認識しており、コーポレート・ガバナンスの充実に

向けたさまざまな取組みを実施している。 

  

(1) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

当社は取締役、監査役制度に加えて独自の執行役員制度及び内部監査制度によりコーポレート・ガバナンスを構

築している。 

取締役会は経営の意思決定を合理的かつ迅速に行うことを目指し、経営の重要案件は取締役及び監査役が出席す

る取締役会で審議し決定する仕組みをとっている。また、業務執行上の重要事項については執行役員と取締役及び

監査役が出席する執行役員会で審議し、全社的な調整や対策をスムーズに実施する仕組みとしている。 

社外監査役２名を含む３名の監査役は、監査役会で定めた監査方針と業務分担などに従い、上述の取締役会及び

執行役員会、各種の重要な会議への出席のほか、取締役などからの聴取や報告、重要事項の決議書類の閲覧などを

通して、厳正な監査を実施している。また、会計監査人や内部監査部門に対しても、定例的かつ必要に応じ監査に

ついての報告を求め、連携を図っている。社外監査役と当社との間には特別な利害関係はない。 

会計監査人による外部監査においては、あずさ監査法人と監査契約を締結しており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査基準に準拠した監査と業務上の改善につながる提案を受けている。なお、業務を執行した公

認会計士は、髙山康明氏、小野純司氏の２氏である。また、会計監査業務に係る補助者は、公認会計士３名、その

他５名で構成されている。 

当社が当期に取締役及び監査役に支払った報酬額は、取締役に対し221百万円、監査役に対し28百万円（うち社外

監査役18百万円）であり、監査法人へ支払うべき報酬額は、公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報

酬として38百万円である。 

更に、内部監査部門は５名で構成し、組織の運営状況を法令及び組織職掌基準などの社内基準に基づいて監査を

行い、評価や改善指導を実施している。 

当社の状況は、株主や投資家の皆様、その他のステークホルダーの皆様に、四半期毎の決算説明会、事業報告書

で経営状況の情報開示を、年度毎に発行するＣＳＲ報告書でＣＳＲ活動結果の報告を行い、またホームページの充

実などを通して迅速かつ正確な情報の提供を進めている。 

このような、さまざまな取組みを通して、引き続きコーポレート・ガバナンスを強化していく所存である。 

  



 
  

(2) コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

企業の持続的成長は、地球社会の持続的発展があって始めて成り立つことから、当社はＣＳＲ経営に積極的に取

組んでいる。 

全社的なＣＳＲ活動の基本方針や重要事項を審議するために、社長を委員長とし、取締役、監査役で構成する

「ＣＳＲ委員会」を設置し、また専任部署として「ＣＳＲ推進室」を設置して、全社的なリスク管理体制の整備な

どに取組んでいる。その他「カシオ創造憲章」の趣旨に沿った「カシオ行動指針」、「カシオ倫理行動規範」によ

り、社員、役員の一人ひとりが法規則の遵守、社会秩序の維持、社会への貢献などを理解、実践するよう徹底し、

コーポレート・ガバナンスとコンプライアンスの向上に努めている。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）

及び前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）並びに当連結会計年度（平成17年４月１日から平成

18年３月31日まで）及び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸表に

ついて、あずさ監査法人により監査を受けている。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     83,528     71,818   

２ 受取手形及び売掛金     91,552     104,098   

３ 有価証券     44,678     29,171   

４ たな卸資産     62,576     57,643   

５ 繰延税金資産     12,070     12,010   

６ 現先短期貸付金     20,000     25,000   

７ 未収入金     12,842     14,871   

８ その他     4,240     5,876   

貸倒引当金     △1,538     △1,308   

流動資産合計     329,948 66.6   319,179 63.6 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産               

(1) 建物及び構築物   64,635     66,940     

減価償却累計額   34,068 30,567   36,570 30,370   

(2) 機械装置及び運搬具   62,638     68,983     

減価償却累計額   49,278 13,360   53,646 15,337   

(3) 工具器具備品   51,953     58,155     

減価償却累計額   40,784 11,169   46,495 11,660   

(4) 土地     37,749     37,462   

(5) 建設仮勘定     1,580     1,286   

有形固定資産合計     94,425 19.0   96,115 19.2 

２ 無形固定資産               

(1) ソフトウェア     11,468     13,889   

(2) その他 ※１   911     857   

無形固定資産合計     12,379 2.5   14,746 2.9 

３ 投資その他の資産               

(1) 投資有価証券 ※２   38,609     50,464   

(2) 長期貸付金     76     42   

(3) 長期前払費用     2,532     6,213   

(4) 繰延税金資産     9,974     5,254   

(5) 長期性預金     3,000     3,000   

(6) その他     5,864     7,346   

貸倒引当金     △1,064     △399   

投資その他の資産合計     58,991 11.9   71,920 14.3 

固定資産合計     165,795 33.4   182,781 36.4 

資産合計     495,743 100.0   501,960 100.0 

      



  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形及び買掛金     87,384     94,341   

２ 短期借入金     641     911   

３ 一年内返済予定 
  長期借入金 

 9,655 20,747  

４ 一年内償還予定社債     30,000     ―   

５ 未払金      33,947     35,821   

６ 未払費用     13,345     14,332   

７ 未払法人税等     11,656     8,526   

８ 製品保証等引当金     2,096     2,042   

９ その他     7,365     7,247   

流動負債合計     196,089 39.6   183,967 36.6 

Ⅱ 固定負債               

１ 社債     20,000     20,000   

２ 新株予約権付社債     20,000     20,000   

３ 長期借入金     74,155     59,450   

４ 繰延税金負債     1,905     1,908   

５ 退職給付引当金     6,961     7,402   

６ 役員退職慰労引当金     1,408     1,895   

７ その他 ※８   2,465     4,293   

固定負債合計     126,894 25.6   114,948 22.9 

負債合計     322,983 65.2   298,915 59.5 

                

(少数株主持分)               

少数株主持分     10,489 2.1   12,034 2.4 

                

(資本の部)               

Ⅰ 資本金 ※６   41,549 8.4   41,549 8.3 

Ⅱ 資本剰余金     57,523 11.6   57,523 11.5 

Ⅲ 利益剰余金     71,314 14.4   90,236 18.0 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     3,060 0.6   9,861 1.9 

Ⅴ 為替換算調整勘定     △5,771 △1.2   △3,168 △0.6 

Ⅵ 自己株式 ※７   △5,404 △1.1   △4,990 △1.0 

資本合計     162,271 32.7   191,011 38.1 

負債、少数株主持分及び 
資本合計 

 495,743 100.0 501,960 100.0

      



② 【連結損益計算書】 

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     559,006 100.0   580,309 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１   398,186 71.2   407,940 70.3 

売上総利益     160,820 28.8   172,369 29.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

１ 運賃荷造費   9,123     9,861     

２ 広告宣伝費   14,516     16,107     

３ 販売促進費   13,649     14,879     

４ 給料及び賞与手当   32,108     33,840     

５ その他人件費   7,805     8,308     

６ 賃借料   5,375     5,698     

７ 租税公課   1,583     1,545     

８ 減価償却費   2,601     2,483     

９ 研究開発費 ※１ 16,616     18,205     

10 連結調整勘定償却額   119     57     

11 その他   18,285 121,780 21.8 18,272 129,255 22.3 

営業利益     39,040 7.0   43,114 7.4 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   831     1,575     

２ 受取配当金   216     283     

３ 持分法による投資利益   96     138     

４ その他   1,592 2,735 0.5 1,387 3,383 0.6 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   1,494     1,300     

２ たな卸資産廃棄評価損   3,370     3,946     

３ 為替差損   1,962     1,216     

４ その他   1,361 8,187 1.5 1,120 7,582 1.3 

経常利益     33,588 6.0   38,915 6.7 

Ⅵ 特別利益               

１ 固定資産売却益 ※２ 21     392     

２ 投資有価証券売却益   206     76     

３ 関係会社株式売却益   293     1,928     

４ 持分変動利益   1,918     ―     

５ その他   18 2,456 0.4 1 2,397 0.4 

      



  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅶ 特別損失               

１ 固定資産除却損 ※３ 748     995     

２ 減損損失 ※４ 1,494     ―     

３ 投資有価証券評価損   78     44     

４ 投資有価証券売却損   1     1     

５ 役員退職慰労引当金 
  繰入額 

477 459    

６ ゴルフ会員権評価損   106     11     

７ その他   47 2,951 0.5 131 1,641 0.3 

税金等調整前当期純利益     33,093 5.9   39,671 6.8 

法人税、住民税及び 
事業税 

12,436 13,902    

法人税等調整額   △2,013 10,423 1.8 261 14,163 2.4 

少数株主利益(△)     △1,136 △0.2   △1,763 △0.3 

当期純利益     21,534 3.9   23,745 4.1 

       



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     57,524   57,523 

Ⅱ 資本剰余金減少高           

   自己株式処分差損   1 1 ― ― 

Ⅲ 資本剰余金期末残高     57,523   57,523 

            

(利益剰余金の部)           

Ⅰ 利益剰余金期首残高     54,223   71,314 

Ⅱ 利益剰余金増加高           

   当期純利益   21,534 21,534 23,745 23,745 

Ⅲ 利益剰余金減少高           

 １ 配当金   3,992   4,515   

 ２ 役員賞与   190   206   

 ３ 自己株式処分差損   261 4,443 102 4,823 

Ⅳ 利益剰余金期末残高     71,314   90,236 

   



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

１ 税金等調整前当期純利益     33,093 39,671 

２ 減価償却費   22,927 26,629 

３ 減損損失   1,494 ― 

４ 連結調整勘定償却額   119 57 

５ 有形固定資産除売却損益(△は売却益)   727 603 

６ 投資有価証券売却損益(△は売却益)   △205 △75 

７ 投資有価証券評価損   78 44 

８ 関係会社株式売却益   △293 △1,928 

９ 持分変動利益   △1,918 ― 

10 退職給付引当金の増加額   782 395 

11 役員退職慰労引当金の増加額   593 487 

12 受取利息及び受取配当金   △1,047 △1,858 

13 支払利息   1,494 1,300 

14 為替差益   △1,370 △1,220 

15 持分法による投資利益   △96 △138 

16 売上債権の増減額(△は増加)   8,762 △10,696 

17 たな卸資産の減少額   3,777 7,093 

18 その他流動資産の増減額(△は増加)   15,539 △3,450 

19 仕入債務の増減額(△は減少)   △15,104 6,121 

20 未払消費税等の増減額(△は減少)   1,228 △502 

21 その他流動負債の増加額   1,039 1,994 

22 割引手形の増減額(△は減少)   △692 40 

23 役員賞与の支払額   △190 △206 

24 その他   △248 △3,862 

    小計   70,489 60,499 

25 利息及び配当金の受取額   1,019 1,790 

26 利息の支払額   △1,538 △1,291 

27 法人税等の支払額   △5,015 △17,123 

   営業活動によるキャッシュ・フロー   64,955 43,875 



  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

１ 定期預金等の預入による支出   △91 △688 

２ 定期預金等の払戻による収入   827 647 

３ 有形固定資産の取得による支出   △20,065 △19,935 

４ 有形固定資産の売却による収入   392 1,039 

５ 無形固定資産の取得による支出   △9,187 △11,815 

６ 無形固定資産の売却による収入   221 1 

７ 投資有価証券の取得による支出   △2,804 △3,353 

８ 投資有価証券の売却・償還による収入   1,731 1,703 

９ 関係会社株式の売却による収入   437 2,958 

10 長期貸付による支出   △28 △18 

11 長期貸付金の回収による収入   28 64 

12 短期貸付金の純減少額   17 587 

13 その他   △314 △872 

   投資活動によるキャッシュ・フロー   △28,836 △29,682 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

１ 短期借入金の純減少額   △275 △1,519 

２ 長期借入による収入   1,500 6,000 

３ 長期借入金の返済による支出   △1,792 △9,688 

４ 社債の償還による支出   △11,000 △30,000 

５ 少数株主からの払込による収入   3,343 ― 

６ 自己株式の取得による支出   △1,728 △47 

７ 自己株式の売却による収入   477 359 

８ 配当金の支払額   △3,992 △4,515 

９ その他   △62 △408 

   財務活動によるキャッシュ・フロー   △13,529 △39,818 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   1,858 3,268 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   24,448 △22,357 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   123,141 147,589 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高   147,589 125,232 

     



  
連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数 53社 

   主要な連結子会社名は、「第１ 企業の概況 ４

関係会社の状況」に記載しているため、省略した。 

   当連結会計年度に(株)カシオ日立モバイルコミュ

ニケーションズ、カシオエンターテイメント(株)、

カシオアイネットソリューション(株)の３社は設立

により、従来持分法適用の関連会社であった國葉科

技發展有限公司は追加取得により、連結子会社に該

当することとなったため、当連結会計年度より連結

の範囲に含めた。 

   また、カシオ東京システム販売(株)、Casio 

Aktiebolag、Casio  Communications,Inc.、Asahi 

Electronics(Malaysia)Sdn.Bhd.の４社は清算結了

のため、当連結会計年度より連結の範囲から除外し

た。 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数 56社 

   主要な連結子会社名は、「第１ 企業の概況 ４

関係会社の状況」に記載しているため、省略した。 

   当連結会計年度にカシオ電子科技(中山)有限公司

は設立により、台湾カシオ販売股份有限公司及び従

来持分法適用の関連会社であったセイヨー電子(株)

は追加取得により、また、立勛股份有限公司は、台

湾カシオ販売股份有限公司の株式を追加取得したこ

とにより、連結子会社に該当することとなったた

め、当連結会計年度より連結の範囲に含めた。 

   また、Casio Electromex,S.A.de C.V.は清算結了

のため、当連結会計年度より連結の範囲から除外し

た。 

(2) 非連結子会社の名称等 

   該当なし 

(2) 非連結子会社の名称等 

同左 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法適用の関連会社数 ６社 

  主要な会社名 

   セイヨー電子(株) 

   カシオリース(株) 

   当連結会計年度に従来持分法適用の関連会社であ

った國葉科技發展有限公司は、追加取得により連結

子会社に該当することとなったため、当連結会計年

度より持分法適用の関連会社から除外した。 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法適用の関連会社数 ４社 

  主要な会社名 

   カシオリース(株) 

   当連結会計年度に従来持分法適用の関連会社であ

ったセイヨー電子(株)は、追加取得により連結子会

社に該当することとなったため、マイ・テレビ(株)

は株式の売却のため、当連結会計年度より持分法適

用の関連会社から除外した。 

 (2) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会

社の名称等 

   該当なし 

 (2) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会

社の名称等 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

  連結子会社の決算日は、カシオ電子(珠海)有限公司

他８社を除いて、連結決算日に一致している。 

  カシオ電子(珠海)有限公司他７社の決算日は12月31

日、麹町物産(株)の決算日は２月末日であり、連結決

算日との差異がいずれも３ヶ月を超えないので、当連

結財務諸表の作成に当っては各社の当該事業年度に係

る財務諸表を基礎としている。 

  なお、当該決算日と連結決算日が異なることから生

ずる連結会社間取引に係る会計記録の重要な不一致等

については、連結上必要な調整を行っている。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

  連結子会社の決算日は、カシオ電子(珠海)有限公司

他９社を除いて、連結決算日に一致している。 

  カシオ電子(珠海)有限公司他８社の決算日は12月31

日、麹町物産(株)の決算日は２月末日であり、連結決

算日との差異がいずれも３ヶ月を超えないので、当連

結財務諸表の作成に当っては各社の当該事業年度に係

る財務諸表を基礎としている。 

  なお、当該決算日と連結決算日が異なることから生

ずる連結会社間取引に係る会計記録の重要な不一致等

については、連結上必要な調整を行っている。 



  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ①有価証券 

   満期保有目的の債券…償却原価法（定額法） 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

    …連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入法により処理し、売却

原価は主として移動平均法により算定） 

    時価のないもの 

    …主として移動平均法による原価法 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ①有価証券 

同左 

  ②デリバティブ 

   …時価法 

  ②デリバティブ 

同左 

  ③たな卸資産 

   …主として先入先出法に基づく低価法 

  ③たな卸資産 

同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ①有形固定資産 

当社及び国内連結子会社は定率法（但し、平成10

年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）

及び当社の本社建物、構築物については定額法）、

在外連結子会社は主として定額法によっている。 

   なお、主な耐用年数は次のとおりである。 

建物及び構築物 ２～65年

機械装置及び運搬具 ２～17年

工具器具備品 １～20年

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ①有形固定資産 

同左 

  ②無形固定資産 

   市場販売目的のソフトウェア 

   …見込販売収益に基づく減価償却方法（但し、３

年以内） 

   自社利用のソフトウェア 

   …社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法 

  ②無形固定資産 

同左 

 (3) 重要な繰延資産の処理方法 

新株発行費については、支出時に全額費用処理し

ている。なお、連結損益計算書上は営業外費用の

「その他」に含めて表示している。 

社債発行差金については、社債償還期間（６年10

ヶ月）にわたり均等償却している。 

 (3) 重要な繰延資産の処理方法 

社債発行差金については、社債償還期間（６年10

ヶ月）にわたり均等償却している。 

 (4) 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

   売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上している。 

 (4) 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

同左 

  ②製品保証等引当金 

   販売済製品に対して保証期間に発生が見込まれる

アフターサービス費用を計上したものであり、この

計上額は、過去１年間のアフターサービス費の実績

額を基準として算出している。 

  ②製品保証等引当金 

同左 



  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  ③退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき当連結会計年度末において発生していると認め

られる額を計上している。 

   会計基準変更時差異は10年による按分額を費用処

理している。 

   過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（９～15年）による定額

法により費用処理している。 

   数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（９～15年）による定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することと

している。 

  ③退職給付引当金 

同左 

  ④役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職

慰労金規程に基づく期末要支給額を計上している。 

   なお、当社の過年度相当額については、平成15年

３月期より５年間で均等額を引当計上している。 

  ④役員退職慰労引当金 

同左 

 (5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準 

   外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

している。なお在外子会社等の資産及び負債は、連

結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益

及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算

差額は少数株主持分及び資本の部における為替換算

調整勘定に含めている。 

 (5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準 

同左 

 (6) 重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、主として通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっている。 

 (6) 重要なリース取引の処理方法 

同左 



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (7) 重要なヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理によっている。なお、振当処理の

要件を満たしている通貨スワップについては振当処

理に、特例処理の要件を満たしている金利スワップ

については特例処理によっている。 

 (7) 重要なヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法 

同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段として先物為替予約及び金利スワップ

等のデリバティブ取引を行っており、主として外貨

建債権債務に係る為替変動リスク及び資金の運用・

調達に係る金利変動リスクをヘッジ対象としてい

る。 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ③ヘッジ方針 

   社内規程及び各連結会計年度毎に策定する各リス

ク毎の取扱要領に基づき為替変動リスク及び金利変

動リスク等をヘッジしている。 

  ③ヘッジ方針 

同左 

  ④ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジ有効性評価は、開始時から有効性判定時点

までの期間における、ヘッジ手段とヘッジ対象の時

価またはキャッシュ・フロー変動を比較し、両者の

変動比率等を基礎として行っている。なお、金利ス

ワップの特例処理の要件を満たすものについては、

ヘッジ有効性評価を省略している。 

  ④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 (8) その他連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項 

   消費税等の会計処理 

    税抜方式を採用している。 

 (8) その他連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項 

   消費税等の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

  連結子会社の資産及び負債の評価については、部分

時価評価法によっている。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

  連結調整勘定の償却については、５年間で均等償却

している。 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

同左 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

  連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分につい

て、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作

成している。 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

同左 

  

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金

及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資からなっている。 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 



  
会計処理の変更 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第６号 平成

15年10月31日)が平成16年３月31日に終了する連結会計

年度に係る連結財務諸表から適用できることになった

ことに伴い、当連結会計年度から同会計基準及び同適

用指針を適用している。これにより税金等調整前当期

純利益は1,494百万円減少している。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財

務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除してい

る。 

─────── 



  
注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

※１ 連結調整勘定 57百万円 ※１       ─────── 

※２ 関連会社株式 2,765百万円 ※２ 関連会社株式 1,636百万円

 ３ 保証債務 

   連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対

し、債務保証を行っている。 

   (注) < >内は会社の自己負担額を表す。 

マイ・テレビ(株) 623百万円

 (銀行借入保証) <623> 

(株)シティケーブルネット 246百万円

 (銀行借入保証) <74> 

計 869百万円

  <697> 

 ３ 保証債務 

   連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対

し、債務保証を行っている。 

   (注) < >内は会社の自己負担額を表す。 

(株)シティケーブルネット 220百万円

 (銀行借入保証) <66> 

 ４ 輸出手形割引高 2,457百万円  ４ 輸出手形割引高 2,504百万円

 ５ 当グループ（当社及び連結子会社）は、運転資金

の効率的な調達を行うため主要取引金融機関と特定

融資枠契約を締結している。 

   （なお、当該金額は営業外費用の「その他」に含

めて表示している。） 

特定融資枠契約の総額 60,300百万円

当連結会計年度末残高 60,300百万円

当連結会計年度契約手数料 85百万円

 ５ 当グループ（当社及び連結子会社）は、運転資金

の効率的な調達を行うため主要取引金融機関と特定

融資枠契約を締結している。 

   （なお、当該金額は営業外費用の「その他」に含

めて表示している。） 

特定融資枠契約の総額 50,500百万円

当連結会計年度末残高 50,500百万円

当連結会計年度契約手数料 64百万円

※６ 発行済株式総数 

普通株式 270,442,868株

※６ 発行済株式総数 

普通株式 270,442,868株

※７ 自己株式の保有数 

普通株式 4,865,260株

※７ 自己株式の保有数 

普通株式 4,478,067株

─────── ※８ 連結調整勘定 41百万円



(連結損益計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、16,616百万円である。 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、18,205百万円である。 

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりである。 

機械装置及び運搬具 16百万円

その他 5 

計 21百万円

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりである。 

建物及び構築物 307百万円

土地 75 

その他 10 

計 392百万円

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりである。 

機械装置及び運搬具 102百万円

工具器具備品 599 

その他 47 

計 748百万円

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりである。 

機械装置及び運搬具 200百万円

工具器具備品 669 

その他 126 

計 995百万円

※４ 減損損失 

   当連結会計年度において、当グループ（当社及び

連結子会社）は以下の資産グループについて減損損

失を計上した。 

   当グループは、主として継続的に収支の把握を行

っている管理会計上の区分ごとに、遊休資産につい

ては各資産ごとに、資産のグルーピングを行ってい

る。 

   その他事業用倉庫については、帳簿価額に対し土

地の市場価格が著しく下落しているため、また、遊

休資産については、今後の使用見込みがないため、

それぞれの資産グループの帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失（1,494百万

円）として特別損失に計上した。 

   その内訳は、土地1,007百万円、建物及び構築物

257百万円、機械装置189百万円、その他41百万円で

ある。 

   なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却

価額により測定しており、主として業者見積りに基

づく価額及び不動産鑑定士による不動産鑑定評価額

によっている。 

用途 種類 場所 

その他事業用 
倉庫 

建物、土地 
麹町物産(株) 
(埼玉県さいたま
市) 

遊休資産 
建物及び構築物、
機械装置、土地等 

カシオ計算機(株)
厚生施設 
(東京都立川市)他 

─────── 



  
(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

(平成17年３月31日現在)

  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

(平成18年３月31日現在)

現金及び預金勘定 83,528百万円

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金 

△617 

償還期間が３ヶ月以内の債券等 44,678 

現先短期貸付金 20,000 

現金及び現金同等物 147,589百万円

現金及び預金勘定 71,818百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金 

△757 

償還期間が３ヶ月以内の債券等 29,171 

現先短期貸付金 25,000 

現金及び現金同等物 125,232百万円



  
(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  

  
取得価額 
相当額 
  

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  
期末残高 
相当額 
  

(百万円) 

機械装置及び 
運搬具 

17,620 9,524 8,096 

工具器具備品 3,732 1,647 2,085 

その他 1,921 770 1,151 

合計 23,273 11,941 11,332 

取得価額 
相当額 
  

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  
期末残高 
相当額 
  

(百万円) 

機械装置及び
運搬具 

17,712 11,604 6,108 

工具器具備品 4,272 1,958 2,314 

その他 2,077 834 1,243 

合計 24,061 14,396 9,665 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 4,473百万円

１年超 7,288 

合計 11,761百万円

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 4,132百万円

１年超 5,898 

合計 10,030百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 5,192百万円

減価償却費相当額 4,725百万円

支払利息相当額 470百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 5,194百万円

減価償却費相当額 4,746百万円

支払利息相当額 387百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっている。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっている。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 161百万円

１年超 170 

合計 331百万円

未経過リース料 

１年内 279百万円

１年超 79 

合計 358百万円



(有価証券関係) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

前連結会計年度末
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

連結貸借対 
照表計上額 
(百万円) 

時価
(百万円) 

差額
(百万円) 

連結貸借対
照表計上額 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

時価が連結貸借対照表計上額 
を超えるもの 

    

(1) 国債・地方債等 ― ― ― ― ― ― 

(2) 社債 2,230 2,433 203 2,230 2,399 169 

(3) その他 ― ― ― ― ― ― 

小計 2,230 2,433 203 2,230 2,399 169 

時価が連結貸借対照表計上額 
を超えないもの 

    

(1) 国債・地方債等 ― ― ― ― ― ― 

(2) 社債 ― ― ― ― ― ― 

(3) その他 ― ― ― ― ― ― 

小計 ― ― ― ― ― ― 

合計 2,230 2,433 203 2,230 2,399 169 

  

前連結会計年度末
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

取得原価 
(百万円) 

連結貸借対
照表計上額 
(百万円) 

差額
(百万円) 

取得原価
(百万円) 

連結貸借対 
照表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

    

(1) 株式 8,753 14,118 5,365 13,767 28,956 15,189 

(2) 債券             

① 国債・地方債等 ― ― ― ― ― ― 

② 社債 ― ― ― 100 100 0 

③ その他 4,425 4,559 134 4,086 4,193 107 

(3) その他 804 1,222 418 431 1,860 1,429 

小計 13,982 19,899 5,917 18,384 35,109 16,725 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

    

(1) 株式 4,621 3,869 △752 638 575 △63 

(2) 債券             

① 国債・地方債等 ― ― ― ― ― ― 

② 社債 ― ― ― 199 199 △0 

③ その他 6,627 6,622 △5 5,774 5,760 △14 

(3) その他 ― ― ― 1,869 1,845 △24 

小計 11,248 10,491 △757 8,480 8,379 △101 

合計 25,230 30,390 5,160 26,864 43,488 16,624 



  
(注) １ 「取得原価」は減損処理後の帳簿価額により表示している。 

２ 前連結会計年度において、有価証券について78百万円(その他有価証券で時価のある株式17百万円、その他61百万円)減損

処理を行っている。 

３ 当連結会計年度において、有価証券について44百万円(その他有価証券で時価のある株式15百万円、その他29百万円)減損

処理を行っている。 

４ 減損処理にあたっては、時価が取得原価に対して50％以上下落したもの、及び30％以上50％未満下落したもののうち回復

可能性が乏しいと総合的に判断されたものについて、減損処理を行っている。 

  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

  

４ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

売却額(百万円) 472 198 

売却益の合計額(百万円) 206 76 

売却損の合計額(百万円) 1 1 

  
前連結会計年度末
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

  
連結貸借対照表計上額

(百万円) 
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券     

  譲渡性預金 6,500 10,000 

(2) その他有価証券     

  短期国債 14,580 ― 

  非上場株式 3,224 3,109 

  コマーシャル・ペーパー 23,598 19,171 

  
前連結会計年度末
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

  
１年以内 
(百万円) 

１年超 
５年以内 
(百万円) 

５年超
10年以内 
(百万円) 

10年超
(百万円) 

１年以内
(百万円) 

１年超
５年以内 
(百万円) 

５年超 
10年以内 
(百万円) 

10年超 
(百万円) 

(1) 債券                 

 ① 国債・地方債等 14,580 ― ― ― ― ― ― ― 

 ② 社債 ― 2,230 ― ― ― 2,230 300 ― 

 ③ その他 30,100 9,643 1,409 ― 29,174 8,773 1,087 ― 

(2) その他 ― ― ― ― ― ― 1,000 872 

合計 44,680 11,873 1,409 ― 29,174 11,003 2,387 872 



  
(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 当グループは通常業務を遂行する上で、金利及び為替

変動によるリスクに晒されており、このようなリスクを

回避することを目的として金利、通貨関連のデリバティ

ブ取引を行っている。 

 金利関連のデリバティブ取引としては、変動金利を固

定金利等と交換する金利スワップ取引及び金利スワップ

ション取引を利用することで金利変動のリスクを回避

し、運用利回りの向上を図っている。また通貨関連のデ

リバティブ取引としては、製品の海外販売、海外生産拠

点への資材の有償支給から発生する外貨建て債権の為替

変動リスクを回避することを目的として、先物為替予約

取引及び通貨オプション取引を利用している。 

 デリバティブ取引を利用した場合には、その取引自体

に起因するリスク、主に市場リスクと信用リスクにも晒

される。市場リスクとは、市場の変化によりポジション

に損益が発生するリスクをいうが、当グループはオンバ

ランスの資産・負債の有するリスクを回避することを目

的としてデリバティブ取引を利用しており、取引のリス

クは重要なものではない。また信用リスクとは、取引の

相手方が債務不履行に陥ることにより、取引が継続して

いれば将来得られるであろう効果を享受できなくなるリ

スクをいうが、当グループのデリバティブ取引の相手方

は格付けの高い信用力のある金融機関に限定しており、

信用リスクの排除に努めている。 

 当グループでは、社内規程に則ってデリバティブ取引

を実施している。当該規程ではデリバティブ取引の管理

方針、利用目的、利用範囲、組織体制、業務手続及び取

引相手方の範囲に関する事項が規程されており、相互牽

制機能が働くような実施体制及び報告体制を整備してい

る。 

 なお、当グループはデリバティブ取引を利用してヘッ

ジ会計を行っているが、その方法については「連結財務

諸表作成のための基本となる重要な事項４ (7) 重要な

ヘッジ会計の方法」に記載のとおりである。 

同左 



  
２ 取引の時価等に関する事項 

(1) 通貨関連 

  

(注) １ 時価の算定方法は先物為替相場によっている。 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は記載対象から除いている。 

  

(2) 金利関連 

ヘッジ会計が適用されているため、該当事項はない。 

  

次へ 

区分 種類 

前連結会計年度末(平成17年３月31日) 当連結会計年度末(平成18年３月31日) 

契約額等 
(百万円) 

契約額等 
のうち 
１年超 
(百万円) 

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

契約額等
のうち 
１年超 
(百万円)

時価 
(百万円) 

評価損益
(百万円) 

市場取引 
以外の取引 

為替予約取引                 

 売建                 

  米ドル 18,610 ― 19,228 △618 22,161 ― 22,697 △536 

  ユーロ 26,953 ― 27,350 △397 10,488 ― 10,830 △342 

  英ポンド 1,680 ― 1,714 △34 1,565 ― 1,590 △25 

 買建                 

  米ドル ― ― ― ― 115 ― 117 2 

合計 ― ― ― △1,049 ― ― ― △901 



(退職給付関係) 

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度とし

て、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一

時金制度を設けていたが、厚生年金基金制度について

は、その代行部分について、当連結会計年度において

過去分返上の認可を受けたことに伴い、確定給付企業

年金制度に移行している。 

  当社については、昭和61年３月に退職金の全額を厚

生年金基金制度へ移行し、平成３年４月から定年加算

金部分について適格退職年金制度を採用していたが、

当連結会計年度において適格退職年金制度を厚生年金

基金制度に統合し、厚生年金基金制度を確定給付企業

年金制度へ移行している。 

  また、当社及び一部の国内連結子会社については、

確定拠出年金制度を設けている。なお、当社において

は確定給付企業年金制度について退職給付信託を設定

している。 

  当連結会計年度末現在、当社及び国内連結子会社全

体で退職一時金制度については11社が有しており、ま

た、確定給付企業年金制度は２制度、適格退職年金は

３年金（それぞれグループ内の基金の連合設立・総合

設立、年金の共同委託契約・結合契約の重複分を控除

後）を有している。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度とし

て、確定給付企業年金制度、適格退職年金制度及び退

職一時金制度を設けている。 

  当社については、昭和61年３月に退職金の全額を厚

生年金基金制度へ移行し、平成３年４月から定年加算

金部分について適格退職年金制度を採用していたが、

平成16年４月に適格退職年金制度を厚生年金基金制度

に統合し、平成17年３月に厚生年金基金制度を確定給

付企業年金制度へ移行している。 

  また、当社及び一部の国内連結子会社については、

確定拠出年金制度を設けている。なお、当社において

は確定給付企業年金制度について退職給付信託を設定

している。 

  当連結会計年度末現在、当社及び国内連結子会社全

体で退職一時金制度については12社が有しており、ま

た、確定給付企業年金制度は２制度、適格退職年金は

３年金（それぞれグループ内の基金の連合設立・総合

設立、年金の共同委託契約・結合契約の重複分を控除

後）を有している。 

２ 退職給付債務に関する事項 

 (注)１ 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあた

り簡便法を採用している。 

   ２ 当社及び一部の国内連結子会社において、退

職給付制度の変更を行ったことにより、過去

勤務債務（債務の減額）が生じている。 

イ 退職給付債務 △55,771百万円

ロ 年金資産(退職給付信託を含む) 42,286 

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △13,485百万円

ニ 会計基準変更時差異の 
  未処理額 

6,150 

ホ 未認識数理計算上の差異 12,260 

ヘ 未認識過去勤務債務 
  (債務の減額) 

△11,846 

ト 連結貸借対照表計上額純額 
  (ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 

△6,921百万円
  

チ 前払年金費用 40 

リ 退職給付引当金(ト－チ) △6,961百万円

２ 退職給付債務に関する事項 

 (注) 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり

簡便法を採用している。 

  

イ 退職給付債務 △62,265百万円

ロ 年金資産(退職給付信託を含む) 59,323 

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △2,942百万円

ニ 会計基準変更時差異の
  未処理額 

4,920 

ホ 未認識数理計算上の差異 1,611 

ヘ 未認識過去勤務債務
  (債務の減額) 

△10,935 

ト 連結貸借対照表計上額純額
  (ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 

△7,346百万円
  

チ 前払年金費用 56 

リ 退職給付引当金(ト－チ) △7,402百万円



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

３ 退職給付費用に関する事項 

 (注)１ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は、「イ 勤務費用」に計上している。 

   ２ 「ト その他」は、確定拠出年金の掛金であ

る。 

イ 勤務費用  2,829百万円

ロ 利息費用 1,263 

ハ 期待運用収益 △878 

ニ 会計基準変更時差異の 
  費用処理額 

1,230 

ホ 数理計算上の差異の 
  費用処理額 

1,049 

ヘ 過去勤務債務の費用処理額 △844 

ト その他 119 

チ 退職給付費用 
  (イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ＋ト) 

4,768百万円

３ 退職給付費用に関する事項 

 (注)１ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は、「イ 勤務費用」に計上している。 

   ２ 「ト その他」は、確定拠出年金の掛金であ

る。 

イ 勤務費用  2,932百万円

ロ 利息費用 1,329 

ハ 期待運用収益 △1,217 

ニ 会計基準変更時差異の
  費用処理額 

1,230 

ホ 数理計算上の差異の
  費用処理額 

1,135 

ヘ 過去勤務債務の費用処理額 △912 

ト その他 121 

チ 退職給付費用
  (イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ＋ト)

4,618百万円

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 2.5％

ハ 期待運用収益率 3.0％

ニ 過去勤務債務の額の処理年数  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 同左

ロ 割引率 同左

ハ 期待運用収益率 同左

ニ 過去勤務債務の額の処理年数  

    ９～15年（発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数による定額法によってい

る。） 

 ホ 数理計算上の差異の処理年数 

    ９～15年（発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数による定額法により、翌連結

会計年度から費用処理することとしている。） 

同左 

  

  

 ホ 数理計算上の差異の処理年数 

同左 

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 10年 ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 同左



  
(税効果会計関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  (繰延税金資産) 

  (繰延税金負債) 

  

退職給付引当金 6,015百万円

たな卸資産 3,444 

未払費用(賞与分) 2,972 

有形固定資産 1,705 

無形固定資産 1,549 

その他 11,070 

繰延税金資産小計 26,755百万円

評価性引当額 △1,872 

繰延税金資産合計 24,883百万円

その他有価証券評価差額金 △2,402百万円

時価評価差額 △1,878 

固定資産圧縮積立金 △283 

その他 △181 

繰延税金負債合計 △4,744百万円

繰延税金資産の純額 20,139百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  (繰延税金資産) 

  (繰延税金負債) 

退職給付引当金 6,433百万円

未払費用(賞与分) 3,042 

たな卸資産 2,402 

繰越欠損金 2,229 

無形固定資産 2,181 

有形固定資産 1,670 

その他 9,274 

繰延税金資産小計 27,231百万円

評価性引当額 △2,772 

繰延税金資産合計 24,459百万円

その他有価証券評価差額金 △6,775百万円

時価評価差額 △1,878 

固定資産圧縮積立金 △233 

その他 △217 

繰延税金負債合計 △9,103百万円

繰延税金資産の純額 15,356百万円

   (注)当連結会計年度における繰延税金資産の純額

は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれて

いる。 

 流動資産―繰延税金資産 12,070百万円

 固定資産―繰延税金資産 9,974 

 固定負債―繰延税金負債 1,905 

   (注)当連結会計年度における繰延税金資産の純額

は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれて

いる。 

 流動資産―繰延税金資産 12,010百万円

 固定資産―繰延税金資産 5,254 

 固定負債―繰延税金負債 1,908 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％ 

(調整)   

 交際費等損金不算入項目 0.4 

 受取配当金等益金不算入項目 △1.2 

 適用税率差(海外含む) △1.3 

 税額控除 △5.6 

 その他 △1.5 

税効果会計適用後の法人税等の 

負担率 
31.5％ 

    

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％ 

(調整)   

 交際費等損金不算入項目 0.3 

 受取配当金等益金不算入項目 △1.5 

 適用税率差(海外含む) △1.9 

 税額控除 △4.4 

 受取配当金連結消去に伴う影響 2.6 

 その他 △0.1 

税効果会計適用後の法人税等の 

負担率 
35.7％ 

    



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 製品の種類、性質、製造方法、販売方法等の類似性、損益集計区分及び関連資産等に照らし、事業区分を行っている。 

２ 各事業の主要製品の名称は、「第１ 企業の概況 ３ 事業の内容」に記載している。 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は5,773百万円であり、その主なものは親会社本社

管理部門に係る費用並びに基礎研究に係る費用である。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、147,145百万円であり、その主なものは、親会社余資運用

資金（現金及び預金、有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等である。 

  

  
エレクトロニ 
クス機器事業 
(百万円) 

デバイス
その他事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益           

売上高           

(1) 外部顧客に対する売上高 447,843 111,163 559,006 ― 559,006 

(2) セグメント間の内部 
売上高 

1,107 32,363 33,470 (33,470) ―

計 448,950 143,526 592,476 (33,470) 559,006 

営業費用 412,798 134,865 547,663 (27,697) 519,966 

営業利益(又は営業損失) 36,152 8,661 44,813 (5,773) 39,040 

Ⅱ 資産、減価償却費、減損 
損失及び資本的支出 

    

資産 248,809 103,956 352,765 142,978 495,743 

減価償却費 16,117 6,570 22,687 240 22,927 

減損損失 267 1,227 1,494 ― 1,494 

資本的支出 19,293 7,382 26,675 294 26,969 



 当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

(注) １ 製品の種類、性質、製造方法、販売方法等の類似性、損益集計区分及び関連資産等に照らし、事業区分を行っている。 

２ 各事業の主要製品の名称は、「第１ 企業の概況 ３ 事業の内容」に記載している。 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は5,830百万円であり、その主なものは親会社本社

管理部門に係る費用並びに基礎研究に係る費用である。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、139,714百万円であり、その主なものは、親会社余資運用

資金（現金及び預金、有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等である。 

  

  
エレクトロニ 
クス機器事業 
(百万円) 

デバイス
その他事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益           

売上高           

(1) 外部顧客に対する売上高 473,420 106,889 580,309 ― 580,309 

(2) セグメント間の内部 
売上高 

453 33,477 33,930 (33,930) ―

計 473,873 140,366 614,239 (33,930) 580,309 

営業費用 432,114 133,181 565,295 (28,100) 537,195 

営業利益(又は営業損失) 41,759 7,185 48,944 (5,830) 43,114 

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出 

    

資産 257,759 106,591 364,350 137,610 501,960 

減価償却費 18,988 7,327 26,315 314 26,629 

資本的支出 22,128 9,013 31,141 385 31,526 



【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米………米国、カナダ、メキシコ 

(2) 欧州………英国、ドイツ、フランス 

(3) アジア……台湾、香港、韓国、マレーシア、シンガポール、中国、インド、インドネシア、タイ 

  

 当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米………米国、カナダ、メキシコ 

(2) 欧州………英国、ドイツ、フランス 

(3) アジア……台湾、香港、韓国、マレーシア、シンガポール、中国、インド、インドネシア、タイ 

  

  
日本
(百万円) 

北米 
(百万円) 

欧州
(百万円) 

アジア
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益               

  売上高               

 (1) 外部顧客に対する 
売上高 

437,461 38,734 67,592 15,219 559,006 ― 559,006

 (2) セグメント間の内部 
売上高 

90,021 35 79 73,181 163,316 (163,316) ―

計 527,482 38,769 67,671 88,400 722,322 (163,316) 559,006 

  営業費用 492,869 37,738 66,720 86,470 683,797 (163,831) 519,966 

  営業利益 
  (又は営業損失) 

34,613 1,031 951 1,930 38,525 515 39,040

Ⅱ 資産 464,742 18,385 23,087 28,898 535,112 (39,369) 495,743 

  
日本
(百万円) 

北米 
(百万円) 

欧州
(百万円) 

アジア
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益               

  売上高               

 (1) 外部顧客に対する 
売上高 

438,321 50,779 70,997 20,212 580,309 ― 580,309

 (2) セグメント間の内部 
売上高 

103,434 28 125 91,553 195,140 (195,140) ―

計 541,755 50,807 71,122 111,765 775,449 (195,140) 580,309 

  営業費用 504,783 48,696 69,853 109,450 732,782 (195,587) 537,195 

  営業利益 
  (又は営業損失) 

36,972 2,111 1,269 2,315 42,667 447 43,114

Ⅱ 資産 463,403 23,475 26,123 39,034 552,035 (50,075) 501,960 



【海外売上高】 

 前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米………米国、カナダ 

(2) 欧州………英国、ドイツ、フランス 

(3) アジア……香港、シンガポール、中国、韓国 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  

 当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米………米国、カナダ 

(2) 欧州………英国、ドイツ、フランス 

(3) アジア……香港、シンガポール、中国、韓国、台湾 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  

  北米 欧州 アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 46,698 74,796 75,400 25,749 222,643 

Ⅱ 連結売上高(百万円)         559,006 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

8.3 13.4 13.5 4.6 39.8

  北米 欧州 アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 58,868 78,822 70,370 27,519 235,579 

Ⅱ 連結売上高(百万円)         580,309 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

10.2 13.6 12.1 4.7 40.6



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

 役員及び個人主要株主等 

  

(注) １ 財団法人カシオ科学振興財団との取引は、いわゆる第三者のための取引である。 

２ 取引金額には消費税等は含まれていない。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 役員及び個人主要株主等 

  

(注) １ 財団法人カシオ科学振興財団との取引は、いわゆる第三者のための取引である。 

２ 取引金額には消費税等は含まれていない。 

  

属性 氏名 住所 資本金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等の
被所有割合
(％) 

関係内容 
取引の内容

取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円) 役員の
兼任等

事業上
の関係

役員 樫尾幸雄 ― ― 

当社代表 
取締役副社長 
  
財団法人カシオ 
科学振興財団 
理事長 

直接 
1.39 ― ―

財団法人カシオ
科学振興財団へ
の寄付金の支払 

25 ― ―

属性 氏名 住所 資本金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等の
被所有割合
(％) 

関係内容 
取引の内容

取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円) 役員の
兼任等

事業上
の関係

役員 樫尾幸雄 ― ― 

当社代表 
取締役副社長 
  
財団法人カシオ 
科学振興財団 
理事長 

直接 
1.39 ― ―

財団法人カシオ
科学振興財団へ
の寄付金の支払 

25 ― ―



  
(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 610円23銭 １株当たり純資産額 717円40銭 

１株当たり当期純利益 80円27銭 １株当たり当期純利益 88円57銭 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

76円47銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

84円43銭 

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益     

 当期純利益(百万円) 21,534 23,745 

 普通株主に帰属しない金額(百万円) 206 208 

  (うち利益処分による役員賞与金) (206) (208)

 普通株式に係る当期純利益(百万円) 21,328 23,537 

 普通株式の期中平均株式数(千株) 265,697 265,753 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

 当期純利益調整額(百万円) △25 △26 

  (うち支払手数料(税額相当額控除後)) (1) (0)

  (うち社債発行差金の償却額(税額相当額控除後)) (△26) (△26)

 普通株式増加数(千株) 12,883 12,714 

  (うち新株予約権) (520) (351)

  (うち新株予約権付社債) (12,363) (12,363)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要 

新株予約権
 株主総会の特別決議日 
  平成16年６月29日 
 (新株予約権2,640個) 
 この概要については、
「第４ 提出会社の状況
１ 株式等の状況 (2)新
株予約権等の状況」に記載
のとおり。 

―



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

(注) １ 新株予約権付社債に関する記載は次のとおりである。 

  

   なお、新株予約権を行使しようとする者の請求があるときは、その新株予約権が付せられた社債の全額の償還に代えて

新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込があったものとする。また、新株予約権が行使されたときに

は、当該請求があったものとみなす。 

２ 連結決算日後５年内における償還予定額は次のとおりである。 

  

  

  

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

利率
(％) 

担保 償還期限

当社 
第３回 
無担保社債 

平成９年
12月10日 

10,000 10,000 2.575 なし 
平成19年
12月10日 

〃 
第４回 
無担保社債 

平成10年
８月31日 

30,000 ― 2.05 なし 
平成17年
８月31日 

〃 
第５回 
無担保社債 

平成14年
３月29日 

10,000 10,000 1.42 なし 
平成21年
３月27日 

〃 

2010年満期ユー
ロ円建転換社債
型新株予約権付
社債 (注)１ 

平成15年
12月19日 

20,000 20,000 ― なし 
平成22年
９月30日 

合計 ― ― 70,000 40,000 ― ― ― 

発行すべき株式 普通株式 

新株予約権の発行価額 無償 

株式の発行価格(円) 1,642 

発行価額の総額(百万円) 20,300 

新株予約権の行使により発行した株式の発行価額の総額
(百万円) 

─

新株予約権の付与割合(％) 100 

新株予約権の行使期間 平成16年１月５日～平成22年９月16日 

１年以内 
(百万円) 

１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

― 10,000 10,000 ― 20,000 



  
【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載している。 

２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における返済予定額は次のとおりである。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項なし。 

  

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 641 911 1.0 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 9,655 20,747 0.8 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定 
のものを除く) 

74,155 59,450 1.0
平成19年４月12日～
平成24年２月29日 

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

合計 84,451 81,108 ― ― 

区分 
１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

長期借入金 22,000 16,500 10,500 450 



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     31,284     25,713   

２ 受取手形 ※２   7,762     7,292   

３ 売掛金 ※２   82,779     86,947   

４ 有価証券     44,678     29,171   

５ 製品     19,101     17,408   

６ 原材料     5,042     3,611   

７ 貯蔵品     337     292   

８ 前渡金     150     223   

９ 繰延税金資産     8,963     8,684   

10 短期貸付金 ※２   6,105     8,535   

11 現先短期貸付金     20,000     25,000   

12 未収入金 ※２   14,106     16,749   

13 その他     1,352     2,610   

貸倒引当金     △810     △730   

流動資産合計     240,853 58.8   231,509 56.3 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産               

(1) 建物   48,219     48,177     

減価償却累計額   24,538 23,681   25,793 22,384   

(2) 構築物   2,941     2,904     

減価償却累計額   2,040 901   2,087 816   

(3) 機械及び装置   39,772     40,617     

減価償却累計額   34,378 5,394   35,515 5,101   

(4) 車輌及び運搬具   82     68     

減価償却累計額   54 28   51 16   

(5) 工具器具及び備品   37,944     39,721     

減価償却累計額   31,088 6,856   33,135 6,585   

(6) 土地     29,273     29,076   

(7) 建設仮勘定     558     295   

有形固定資産合計     66,694 16.3   64,276 15.6 



  
  

前事業年度
(平成17年３月31日) 

当事業年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

２ 無形固定資産               

(1) 特許権     100     71   

(2) 借地権     238     238   

(3) ソフトウェア     5,773     6,485   

(4) 電話加入権     78     79   

(5) その他     46     35   

無形固定資産合計     6,237 1.5   6,910 1.7 

３ 投資その他の資産               

(1) 投資有価証券     35,763     48,723   

(2) 関係会社株式 ※８   40,082     38,774   

(3) 関係会社出資金     3,802     4,818   

(4) 長期貸付金     2     6   

(5) 長期前払費用     2,424     5,678   

(6) 繰延税金資産     6,852     1,684   

(7) 長期性預金     3,000     3,000   

(8) 敷金及び保証金     829     899   

(9) その他     3,968     5,380   

貸倒引当金     △890     △250   

投資その他の資産合計     95,834 23.4   108,714 26.4 

固定資産合計     168,766 41.2   179,902 43.7 

資産合計     409,620 100.0   411,412 100.0 

      



  
  

前事業年度
(平成17年３月31日) 

当事業年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形     10,538     11,436   

２ 買掛金 ※２   36,466     44,376   

３ 短期借入金 ※２   17,244     19,779   

４ 一年内返済予定 
  長期借入金 

 5,500 20,500  

５ 一年内償還予定社債     30,000     ─   

６ 未払金 ※２   21,430     21,455   

７ 未払費用 ※２   6,172     6,318   

８ 未払法人税等     6,688     4,436   

９ 前受金 ※２   901     1,062   

10 預り金 ※２   695     785   

11 製品保証等引当金     850     920   

12 設備支払手形     698     1,113   

13 デリバティブ債務     1,017     887   

流動負債合計     138,204 33.8   133,073 32.4 

Ⅱ 固定負債               

１ 社債     20,000     20,000   

２ 新株予約権付社債     20,000     20,000   

３ 長期借入金     72,450     56,950   

４ 退職給付引当金     2,408     2,675   

５ 役員退職慰労引当金     1,382     1,866   

６ デリバティブ債務     733     3,197   

７ 繰延ヘッジ利益     823     181   

８ 社債発行差金     241     197   

固定負債合計     118,040 28.8   105,068 25.5 

負債合計     256,244 62.6   238,142 57.9 



  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資本の部)               

Ⅰ 資本金 ※１   41,549 10.1   41,549 10.1 

Ⅱ 資本剰余金               

  資本準備金     57,522     57,522   

資本剰余金合計     57,522 14.0   57,522 14.0 

Ⅲ 利益剰余金               

１ 利益準備金     7,090     7,090   

２ 任意積立金               

(1) 退職積立金   750     750     

(2) 固定資産圧縮積立金   481     412     

(3) 特別償却準備金   151     192     

(4) 別途積立金   29,880 31,262   38,880 40,235   

３ 当期未処分利益     18,308     22,053   

利益剰余金合計     56,661 13.8   69,378 16.8 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     3,045 0.8   9,808 2.4 

Ⅴ 自己株式 ※６   △5,404 △1.3   △4,990 △1.2 

資本合計     153,375 37.4   173,270 42.1 

負債資本合計     409,620 100.0   411,412 100.0 

      



② 【損益計算書】 

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高               

売上高 ※５   416,220 100.0   435,584 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※５             

１ 期首製品たな卸高   21,753     19,101     

２ 当期製品製造原価 ※２ 328,999     342,691     

合計   350,753     361,793     

３ 他勘定振替高 ※１ 3,031     2,120     

４ 期末製品たな卸高   19,101 328,620 79.0 17,408 342,263 78.6 

売上総利益     87,600 21.0   93,321 21.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

１ 運賃荷造費   4,563     5,195     

２ 広告宣伝費   5,902     5,598     

３ 販売促進費   7,299     8,044     

４ サービス費   3,843     4,872     

５ 給料及び賞与手当   13,584     14,880     

６ その他人件費   3,860     3,924     

７ 賃借料   1,765     2,253     

８ 租税公課   1,010     976     

９ 減価償却費   1,500     1,451     

10 研究開発費 ※２ 12,369     12,743     

11 その他   8,418 64,118 15.4 7,788 67,729 15.5 

営業利益     23,481 5.6   25,591 5.9 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   268     667     

２ 有価証券利息   239     262     

３ 受取配当金 ※５ 2,871     2,877     

４ 経営指導料 ※５ 883     819     

５ 商標使用料収入 ※５ 740     631     

６ その他   1,279 6,282 1.5 1,465 6,726 1.6 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   794     736     

２ 社債利息   649     490     

３ たな卸資産廃棄評価損   2,808     3,029     

４ 為替差損   2,221     793     

５ その他 ※５ 2,010 8,484 2.0 1,738 6,788 1.6 

経常利益     21,279 5.1   25,529 5.9 



  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益               

１ 固定資産売却益 ※３ 18     78     

２ 投資有価証券売却益   205     73     

３ 関係会社株式売却益   421     1,607     

４ その他   18 664 0.2 1 1,759 0.4 

Ⅶ 特別損失               

１ 固定資産除却損 ※４ 608     725     

２ 減損損失 ※６ 495     ─     

３ 投資有価証券評価損   77     42     

４ 投資有価証券売却損   0     ─     

５ 関係会社株式評価損   373     239     

６ 役員退職慰労引当金 
  繰入額 

458 458   

７ ゴルフ会員権評価損   105 2,119 0.5 11 1,477 0.4 

税引前当期純利益     19,823 4.8   25,811 5.9 

法人税、住民税及び 
事業税 

6,500 7,520   

法人税等調整額   △317 6,182 1.5 807 8,327 1.9 

当期純利益     13,640 3.3   17,484 4.0 

前期繰越利益     4,929     4,671   

自己株式処分差損     261     102   

当期未処分利益     18,308     22,053   

     



製造原価明細書 

  

  

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費   5,594 1.7 3,305 1.0 

Ⅱ 製品外注費 ※２ 288,402 87.7 304,262 88.8 

Ⅲ 労務費   10,508 3.2 10,579 3.1 

Ⅳ 経費 ※１ 24,495 7.4 24,544 7.1 

当期総製造費用   328,999 100.0 342,691 100.0 

当期製品製造原価   328,999   342,691   

     

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 経費中主なるものは次の通りである。 

外注加工費 345百万円

賃借料 2,007 

減価償却費 7,350 

※１ 経費中主なるものは次の通りである。 

外注加工費 413百万円

賃借料 1,989 

減価償却費 7,163 

※２ 製品外注費 

製品の生産は、一部の社内生産を除き、生産担当

関連会社に担当せしめ、必要資材、部品を有償支給

し、組立生産完成品を購入する方法で処理してい

る。 

※２ 製品外注費 

同左 

○  原価計算の方法 

材料費・労務費・製品外注費及び経費の要素別原

価は、実際原価に基づいて計算し、組別、工程別総

合原価計算の方法によっている。なお、製品出来高

は予定原価によっている。実際原価と予定原価との

差額については、これが重要な金額である場合は売

上原価とたな卸資産原価に配賦して調整処理する。 

○  原価計算の方法 

同左 



③ 【利益処分計算書】 

  

 (注) 日付は株主総会承認年月日である。 

  

  
前事業年度

(平成17年６月29日) 
当事業年度 

(平成18年６月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益     18,308   22,053 

Ⅱ 任意積立金取崩額           

１ 特別償却準備金取崩額   43   63   

２ 固定資産圧縮積立金 
  取崩額 

69 112 72 135

合計     18,421   22,189 

Ⅲ 利益処分額           

１ 配当金   4,514   5,319   

２ 役員賞与金 
  (うち監査役賞与金) 

150
(12)

155
(12)

 

３ 任意積立金           

特別償却準備金   85   114   

別途積立金   9,000 13,749 11,000 16,588 

Ⅳ 次期繰越利益     4,671   5,600 

   



重要な会計方針 

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 満期保有目的の債券 

  ……償却原価法(定額法) 

(1) 満期保有目的の債券 

同左 

  (2) 子会社株式及び関連会社株式 

  ……移動平均法による原価法 

(2) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (3) その他有価証券 

  時価のあるもの 

  ……決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定) 

(3) その他有価証券 

  時価のあるもの 

同左 

    時価のないもの 

  ……移動平均法による原価法 

  時価のないもの 

同左 

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

デリバティブ 

……時価法 

デリバティブ 

同左 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

製品・原材料・貯蔵品 

……いずれも先入先出法に基づく低価

法 

製品・原材料・貯蔵品 

同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

  定率法によっている。 

  但し、平成10年４月１日以降に取

得した建物(附属設備を除く)及び第

42期に取得した本社の建物及び構築

物については定額法によっている。 

  なお、主な耐用年数は次のとおり

である。 

建物 ３～65年

機械及び装置 ２～17年

工具器具及び備品 １～20年

(1) 有形固定資産 

同左 

  

  (2) 無形固定資産 

  営業権 

  ……商法施行規則規定の最長期間

(５年間)で均等償却 

  市場販売目的のソフトウェア 

  ……見込販売収益に基づく減価償

却方法(但し、３年以内) 

  自社利用のソフトウェア 

  ……社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法 

  その他 

  ……定額法 

(2) 無形固定資産 

─────── 

  

  

  市場販売目的のソフトウェア 

同左 

  

  自社利用のソフトウェア 

同左 

  

  その他 

同左 

  (3) 長期前払費用 

  契約期間に応じて定額償却を行う

こととしている。 

(3) 長期前払費用 

同左 

５ 繰延資産の処理方法  社債発行差金については、社債償還

期間(６年10ヶ月)にわたり均等償却し

ている。 

同左 



  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

６ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理している。 

同左 

７ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  売上債権、貸付金等の貸倒損失に

備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上

している。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 製品保証等引当金 

  販売済製品に対して当社の保証期

間に発生が見込まれるアフターサー

ビス費用を計上したものであり、こ

の計上額は過去１年間のアフターサ

ービス費の実績額を基準として算出

している。 

(2) 製品保証等引当金 

同左 

  (3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき当事

業年度末において発生していると認

められる額を計上している。 

  会計基準変更時差異は10年による

按分額を費用処理している。 

  過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(14～15年)による定額法によ

り費用処理している。 

  数理計算上の差異は、各事業年度

の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(14～15

年)による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌事業年度から費

用処理することとしている。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

  (4) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備える

ため、役員退職慰労金規程に基づく

期末要支給額を計上している。 

  なお、過年度相当額については、

平成15年３月期より５年間で均等額

を引当計上している。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

８ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。 

同左 



  

  
  

会計処理の変更 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

９ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によっている。な

お、振当処理の要件を満たしている

通貨スワップについては振当処理

に、特例処理の要件を満たしている

金利スワップについては特例処理に

よっている。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段として先物為替予約及

び金利スワップ等のデリバティブ取

引を行っており、主として外貨建債

権債務に係る為替変動リスク及び資

金の運用・調達に係る金利変動リス

クをヘッジ対象としている。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  (3) ヘッジ方針 

  社内規程及び各事業年度毎に策定

する各リスク毎の取扱要領に基づき

為替変動リスク及び金利変動リスク

等をヘッジしている。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

  (4) ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ有効性評価は、開始時から

有効性判定時点までの期間におけ

る、ヘッジ手段とヘッジ対象の時価

またはキャッシュ・フロー変動を比

較し、両者の変動比率等を基礎とし

て行っている。なお、金利スワップ

の特例処理の要件を満たすものにつ

いては、ヘッジ有効性評価を省略し

ている。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

10 その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用している。 

消費税等の会計処理 

同左 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成

15年10月31日）が平成16年３月31日に終了する事業年度

に係る財務諸表から適用できることになったことに伴

い、当事業年度から同会計基準及び同適用指針を適用し

ている。これにより税引前当期純利益は495百万円減少

している。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除している。 

─────── 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

※１ 授権株数及び発行済株式総数 

授権株数 普通株式 471,693,000株

発行済株式総数 普通株式 270,442,868株

※１ 授権株数及び発行済株式総数 

授権株数 普通株式 471,693,000株

発行済株式総数 普通株式 270,442,868株

※２ 関係会社に対する主な資産・負債 

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは次のとおりである。 

受取手形 4,299百万円

売掛金 46,984 

短期貸付金 5,659 

未収入金 7,764 

買掛金 18,323 

短期借入金 17,244 

    

※２ 関係会社に対する主な資産・負債 

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは次のとおりである。 

受取手形 3,552百万円

売掛金 41,504 

短期貸付金 8,535 

未収入金 8,771 

買掛金 24,930 

短期借入金 19,779 

上記以外の流動負債 4,170 

 ３ 偶発債務 

  保証債務 

   (注) < >内は会社の自己負担額を表す。 

マイ・テレビ(株) 622百万円

(銀行借入保証) <622> 

(株)シティケーブルネット 246百万円

(銀行借入保証) <73> 

計 868百万円

  <696> 

 ３ 偶発債務 

  保証債務 

   (注) < >内は会社の自己負担額を表す。 

(株)シティケーブルネット 220百万円

(銀行借入保証) <66> 

 ４ 輸出手形割引高 

邦貨建輸出手形割引高 48百万円

外貨建輸出手形割引高 (19,508千米ドル他)

同上円換算額 2,187百万円

(決算日現在の為替相場による) 

計 2,236百万円

 ４ 輸出手形割引高 

邦貨建輸出手形割引高 74百万円

外貨建輸出手形割引高 (17,739千米ドル他)

同上円換算額 2,233百万円

(決算日現在の為替相場による) 

計 2,307百万円

 ５ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため主要

取引金融機関と特定融資枠契約を締結している。 

   (なお、当該金額は営業外費用の「その他」に含

めて表示している。) 

特定融資枠契約の総額 48,500百万円

当事業年度末残高 48,500百万円

当事業年度契約手数料 83百万円

 ５ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため主要

取引金融機関と特定融資枠契約を締結している。 

   (なお、当該金額は営業外費用の「その他」に含

めて表示している。) 

特定融資枠契約の総額 49,500百万円

当事業年度末残高 49,500百万円

当事業年度契約手数料 63百万円

※６ 自己株式の保有数 

普通株式 4,865,260株

※６ 自己株式の保有数 

普通株式 4,478,067株

 ７ 配当制限 

   商法施行規則第124条第３号に規定する金額は、

3,045百万円である。 

 ７ 配当制限 

   商法施行規則第124条第３号に規定する金額は、 

9,808百万円である。 

─────── ※８ 関係会社株式のうち17百万円は有価証券の消費貸

借契約による貸付を行なっている。 



(損益計算書関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 製品の他勘定振替高の内訳は次のとおりである。 

固定資産振替高 15百万円

関係会社株式振替高 1,299 

廃棄評価損及び雑損失 1,303 

販売費及び一般管理費等振替高 414 

計 3,031百万円

※１ 製品の他勘定振替高の内訳は次のとおりである。 

固定資産振替高 71百万円

廃棄評価損及び雑損失 1,580 

販売費及び一般管理費等振替高 469 

計 2,120百万円

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、12,369百万円である。 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、12,743百万円である。 

※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりである。 

機械及び装置 13百万円

その他 5 

計 18百万円

※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりである。 

土地 74百万円

その他 3 

計 78百万円

※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりである。 

機械及び装置 12百万円

工具器具及び備品 559 

建物及び構築物 34 

その他 2 

計 608百万円

※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりである。 

機械及び装置 51百万円

工具器具及び備品 611 

建物及び構築物 57 

その他 5 

計 725百万円

※５ 関係会社との主な取引 

売上高 183,847百万円

仕入高 253,692 

受取配当金 2,662 

経営指導料 883 

商標使用料収入 740 

その他の営業外費用 953 

※５ 関係会社との主な取引 

売上高 170,253百万円

仕入高 264,580 

受取配当金 2,629 

経営指導料 819 

商標使用料収入 631 

その他の営業外費用 822 

※６ 減損損失 

   当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上した。 

   当社は、主として継続的に収支の把握を行ってい

る管理会計上の区分ごとに、遊休資産については各

資産ごとに、資産のグルーピングを行っている。 

   遊休資産については、今後の使用見込みがないた

め、それぞれの資産グループの帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失（495百万

円）として特別損失に計上した。 

   その内訳は、建物179百万円、機械及び装置162百

万円、土地111百万円、その他41百万円である。 

   なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却

価額により測定しており、主として不動産鑑定士に

よる不動産鑑定評価額によっている。 

用途 種類 場所 

遊休資産 
建物、機械及び装
置、土地等 

厚生施設 
(東京都立川市)他 

─────── 



(リース取引関係) 

  

  

(有価証券関係) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

  

  
取得価額 
相当額 
  

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  
期末残高 
相当額 
  

(百万円) 

機械及び装置 8,257 4,618 3,638 

工具器具及び 
備品 

2,771 1,164 1,606 

ソフトウェア 1,044 382 662 

合計 12,072 6,165 5,907 

取得価額 
相当額 
  

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  
期末残高 
相当額 
  

(百万円) 

機械及び装置 9,015 6,199 2,815 

工具器具及び
備品 

3,272 1,528 1,744 

ソフトウェア 1,151 440 710 

合計 13,439 8,168 5,270 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 2,552百万円

１年超 3,538 

合計 6,091百万円

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 2,328百万円

１年超 3,084 

合計 5,413百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 2,947百万円

減価償却費相当額 2,697百万円

支払利息相当額 245百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 2,981百万円

減価償却費相当額 2,746百万円

支払利息相当額 197百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっている。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

区分 

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度 
(平成18年３月31日) 

貸借対照表
計上額 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額
(百万円) 

貸借対照表
計上額 
(百万円) 

時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

子会社株式 843 23,762 22,918 843 28,082 27,239 

合計 843 23,762 22,918 843 28,082 27,239 



(税効果会計関係) 

  

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  (繰延税金資産) 

退職給付引当金 4,277百万円

たな卸資産 2,218 

関係会社株式 1,706 

未払費用(賞与分) 1,511 

有形固定資産 979 

未払事業税 778 

その他 7,156 

繰延税金資産合計 18,628百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  (繰延税金資産) 

退職給付引当金 4,702百万円

関係会社株式 1,803 

未払費用(賞与分) 1,527 

たな卸資産 1,261 

有形固定資産 875 

役員退職慰労引当金 759 

その他 6,609 

繰延税金資産合計 17,539百万円

  (繰延税金負債) 

その他有価証券評価差額金 △2,396百万円

固定資産圧縮積立金 △283 

特別償却準備金 △133 

繰延税金負債合計 △2,813百万円

繰延税金資産の純額 15,815百万円

  (繰延税金負債) 

その他有価証券評価差額金 △6,770百万円

固定資産圧縮積立金 △233 

特別償却準備金 △167 

繰延税金負債合計 △7,171百万円

繰延税金資産の純額 10,368百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％ 

(調整)   

 交際費等損金不算入項目 0.3 

 受取配当金等益金不算入項目 △2.0 

 住民税均等割等 0.3 

 税額控除 △7.9 

 その他 △0.2 

税効果会計適用後の法人税等の 

負担率 
31.2％ 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％ 

(調整)   

 交際費等損金不算入項目 0.3 

 受取配当金等益金不算入項目 △2.3 

 住民税均等割等 0.3 

 税額控除 △4.9 

 その他 △1.8 

税効果会計適用後の法人税等の 

負担率 
32.3％ 



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 576円95銭 １株当たり純資産額 650円90銭

１株当たり当期純利益 50円78銭 １株当たり当期純利益 65円21銭

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
48円34銭

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
62円14銭

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益     

 当期純利益(百万円) 13,640 17,484 

 普通株主に帰属しない金額(百万円) 150 155 

  (うち利益処分による役員賞与金) (150) (155)

 普通株式に係る当期純利益(百万円) 13,490 17,329 

 普通株式の期中平均株式数(千株) 265,696 265,753 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

 当期純利益調整額(百万円) △25 △25 

  (うち支払手数料(税額相当額控除後)) (0) (0)

  (うち社債発行差金の償却額(税額相当額控除後)) (△26) (△26)

 普通株式増加数(千株) 12,883 12,714 

  (うち新株予約権) (520) (351)

  (うち新株予約権付社債) (12,362) (12,362)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要 

新株予約権
 株主総会の特別決議日 
  平成16年６月29日 
 (新株予約権2,640個) 
 この概要については、
「第４ 提出会社の状況
１ 株式等の状況 (2)新
株予約権等の状況」に記載
のとおり。 

―



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  
  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円) 

投資有価証券 その他有価証券 

三菱商事(株) 2,000,000 5,360 

オリンパス(株) 1,467,801 5,078 

(株)群馬銀行 3,710,000 3,301 

大正製薬(株) 894,000 2,118 

松下電器産業(株) 651,210 1,702 

(株)三井住友フィナンシャルグループ 1,181 1,535 

(株)Ｔ＆Ｄホールディングス 161,215 1,483 

(株)ヤマダ電機 100,200 1,359 

(株)三菱ＵＦＪフィナンシャル・グルー
プ 

735 1,323 

アクサ ジャパン ホールディング(株) 8,000 1,160 

三井生命保険(株) 20,000 1,000 

日本電気(株) 1,041,539 861 

(株)日立製作所 890,000 741 

iANYWHERE SOLUTIONS,INC. 1,424,502 625 

(株)大和証券グループ本社 392,363 619 

住友信託銀行(株) 405,920 552 

(株)みずほフィナンシャルグループ 482 464 

その他(66銘柄) 3,481,451 3,246 

小計 16,650,600 32,536 

計 16,650,600 32,536 



【債券】 

  

  

【その他】 

  

  

銘柄 
券面総額
(百万円) 

貸借対照表計上額
(百万円) 

有価証券 

満期保有目的の 
債券 

譲渡性預金 10,000 10,000 

小計 10,000 10,000 

その他有価証券 

(コマーシャルペーパー)     

(株)ジェイバード・アセット・ファン
ディング 

5,000 4,999

フォレスト・コーポレーション東京支
店 

5,000 4,998

アストロ・キャピタル・コーポレーシ
ョン・トゥー東京支店 

4,878 4,877

アクア・ファンディング・コーポレー
ション東京支店 

4,296 4,295

小計 19,174 19,171 

投資有価証券 

満期保有目的の 
債券 

Sumitomo Mitsui Banking Corporation 20,000千米ドル 2,230 

小計 20,000千米ドル 2,230 

その他有価証券 

あおぞら・マスタートラスト・シニ
ア・ベータ特定目的会社第１回特定社
債 

2,500 2,500

NEON CAPITAL LIMITED Series80 2,000 2,096 

CLASSIC I LIMITED Series2003-10 2,000 2,011 

BNP Paribas Series No:3772 2,000 1,987 

ANN FUNDING THREE CO.,LTD. 1,000 998 

その他(５銘柄) 659 658 

小計 10,159 10,252 

計 ─ 41,653 

種類及び銘柄 投資口数等
貸借対照表計上額
(百万円) 

投資有価証券 その他有価証券 

(信託受益権)     

第３回楽天ＫＣカード・トラストＡ号
優先受益権 

1,000百万円 992 

中央三井信託銀行株式会社第６回住宅
ローン債権信託受益権クラスＡ１優先
受益権 

872百万円 852

(投資事業有限責任組合出資金)     

ソフトバンク・インターネットテクノ
ロジー・ファンド １号 

10口 1,850

その他(１銘柄) 2口 9

計 ─ 3,705 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) 当期増加額の主なもの 

  

資産の種類 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却 
累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 
(百万円) 

有形固定資産               

 建物 48,219 431 472 48,177 25,793 1,606 22,384 

 構築物 2,941 13 50 2,904 2,087 90 816 

 機械及び装置 39,772 1,772 928 40,617 35,515 2,015 5,101 

 車輌及び運搬具 82 ― 14 68 51 7 16 

 工具器具及び備品 37,944 5,714 3,938 39,721 33,135 5,357 6,585 

 土地 29,273 ― 197 29,076 ― ― 29,076 

 建設仮勘定 558 842 1,106 295 ― ― 295 

有形固定資産計 158,793 8,774 6,707 160,860 96,584 9,077 64,276 

無形固定資産               

 特許権 230 ― ― 230 158 28 71 

 借地権 238 ― ― 238 ― ― 238 

 ソフトウェア 12,749 3,777 2,132 14,394 7,909 3,059 6,485 

 電話加入権 78 0 0 79 ― ― 79 

 その他 173 ― 0 172 137 10 35

無形固定資産計 13,469 3,778 2,132 15,115 8,204 3,098 6,910 

長期前払費用 2,589 4,587 1,241 5,934 256 96 5,678 

繰延資産               

― ― ― ― ― ― ― ― 

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ― 

工具器具及び備品 金型の取得  4,250百万円

長期前払費用 特許権使用料  4,082百万円



【資本金等明細表】 

  

(注) １ 当期末における自己株式は4,478,067株である。 

２ 任意積立金の増減の原因は、すべて第49期の利益処分によるものである。 

  

【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、一般債権の貸倒実績率洗替額である。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金 (百万円) 41,549 ─ ─ 41,549

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式 (注)１ (株) (270,442,868) (         ─) (         ─) (270,442,868)

普通株式 (百万円) 41,549 ─ ─ 41,549 

計 (株) (270,442,868) (         ─) (         ─) (270,442,868)

計 (百万円) 41,549 ─ ─ 41,549 

資本準備金 

(資本準備金)           

株式払込剰余金 (百万円) 57,522 ─ ─ 57,522 

計 (百万円) 57,522 ─ ─ 57,522 

利益準備金及び 
任意積立金 

(利益準備金) (百万円) 7,090 ─ ─ 7,090 

(任意積立金)           

退職積立金 (百万円) 750 ─ ─ 750

固定資産圧縮 
積立金 (注)２ 

(百万円) 481 ─ 69 412

特別償却準備金 
(注)２ 

(百万円) 151 85 43 192 

別途積立金 
(注)２ 

(百万円) 29,880 9,000 ─ 38,880 

計 (百万円) 38,352 9,085 112 47,325 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 (注) 1,700 979 1,129 570 980 

製品保証等引当金 850 920 850 ─ 920

役員退職慰労引当金 1,382 586 102 ─ 1,866 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

１ 現金及び預金 

  

  

２ 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

  

  

(ロ)期日別内訳 

  

  

区分 金額(百万円) 

現金 9 

預金   

当座・普通・通知預金 2,592 

定期預金 23,110 

別段預金 0 

計 25,703 

合計 25,713 

相手先 金額(百万円) 

Casio Computer(Hong Kong)Ltd. 3,543 

ダイワボウ情報システム(株) 356 

(株)立花エレテック 252 

(株)カウネット 184 

保土ヶ谷電子販売(株) 182 

その他 2,773 

合計 7,292 

期日 平成18年４月 ５月 ６月 ７月以降 合計 

金額(百万円) 2,632 2,733 1,837 88 7,292 



３ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 
  

  

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

(注) 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しているが、上記金額には消費税等が含まれている。 

  

４ 製品 

  

  

５ 原材料 

  

  

相手先 金額(百万円) 

カシオ電子デバイス(株) 13,539 

Casio Europe GmbH 11,904 

ＫＤＤＩ(株) 10,324 

Casio,Inc. 6,815 

カシオ情報機器(株) 3,740 

その他 40,621 

合計 86,947 

前期繰越高 
(百万円) 

当期発生高 
(百万円) 

当期回収高 
(百万円) 

次期繰越高
(百万円) 

回収率(％) 滞留期間(日) 

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ) 
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

(Ａ)＋(Ｄ) 
２ 
(Ｂ) 
365 

82,779 448,148 443,980 86,947 83.6 69.1 

区分 金額(百万円) 

エレクトロニクス機器 15,479 

デバイスその他 1,929 

合計 17,408 

区分 金額(百万円) 

エレクトロニクス機器 3,511 

デバイスその他 99 

合計 3,611 



６ 貯蔵品 

  

  

７ 現先短期貸付金 

  

  

② 固定資産 

  関係会社株式 

  

  

区分 金額(百万円) 

エレクトロニクス機器 260 

デバイスその他 28 

全社(共通) 3 

合計 292 

相手先 金額(百万円) 

日興シティグループ証券(株) 25,000 

合計 25,000 

銘柄 金額(百万円) 

Casio Holdings,Inc. 14,128 

(株)カシオ日立モバイルコミュニケーションズ 5,116 

Casio Singapore Pte.,Ltd. 2,037 

カシオ情報機器(株) 2,015 

カシオエステート(株) 2,000 

その他 13,476 

合計 38,774 



③ 流動負債 

１ 支払手形 

(イ)相手先別内訳 

  

  

(ロ)期日別内訳 

  

  

２ 買掛金 

  

相手先 金額(百万円) 

ペンタックス(株) 3,364 

緑屋電気(株) 953 

ゼネラルテクノロジー(株) 712 

(株)西武コーポレーション 473 

エー・ディ・エム(株) 466 

その他 5,466 

合計 11,436 

期日 平成18年４月 ５月 ６月 ７月以降 合計 

金額(百万円) 3,224 2,962 3,034 2,215 11,436 

相手先 金額(百万円) 

(株)カシオ日立モバイルコミュニケーションズ 10,029 

Ability Enterprise Co.,Ltd. 5,049 

Casio Computer(Hong Kong)Ltd. 4,864 

高知カシオ(株) 3,961 

Flextronics International Marketing(L)Ltd. 3,492 

その他 16,978 

合計 44,376 



  

３ 未払金 

  

  

④ 固定負債 

  長期借入金 

  

  

(3) 【その他】 

該当事項なし。 

  

区分 金額(百万円) 

経費関係 19,021 

設備関係 1,622 

その他 811 

合計 21,455 

相手先 金額(百万円) 

(株)三井住友銀行 20,000 

(株)みずほコーポレート銀行 15,000 

日本生命保険相互会社 6,950 

(株)三菱東京ＵＦＪ銀行 5,000 

住友生命保険相互会社 5,000 

明治安田生命保険相互会社 5,000 

合計 56,950 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) １ 平成18年６月29日開催の定時株主総会決議により定款の一部変更が行われ、会社の公告方法は次のとおりとなった。 

  当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすること

ができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

  なお、電子公告は当社ホームページ（http://www.casio.co.jp/）において掲載する。 

２ 会社法施行後においては、会社法第440条第４項の規定により決算公告は行わない。 

  

決算期 ３月31日 

定時株主総会 事業年度終了の翌日から３ヶ月以内 

基準日 ３月31日

株券の種類 
100株券、500株券、1,000株券、10,000株券、100,000株券
ただし、既に発行している100株に満たない数を表示した株券は有効とする。 

中間配当基準日 定めなし 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号 住友信託銀行株式会社 

  取次所 住友信託銀行株式会社 本店及び全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

株券喪失登録   

  株券喪失登録申請料 １件につき10,000円 

  株券登録料 １枚につき500円 

単元未満株式の買取り・
買増し 

  

  取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号 住友信託銀行株式会社 

  取次所 住友信託銀行株式会社 本店及び全国各支店 

  買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

  買増請求に係る 
  受付停止期間 

当社基準日の12営業日前から基準日に至るまで

公告掲載方法 
日本経済新聞 (注)１ 
ただし、決算公告については、当社ホームページ(http://www.casio.co.jp/ir/)にお
いて貸借対照表及び損益計算書を掲載している。 (注)２ 

株主に対する特典 なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はない。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 
平成17年６月29日 

関東財務局長に提出 

事業年度（第49期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）   

(2) 半期報告書 
平成17年12月22日 

関東財務局長に提出 

（第50期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）   

(3) 自己株券買付状況報告書   

報告期間（自 平成17年３月１日 至 平成17年３月31日） 

報告期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年４月30日） 

報告期間（自 平成17年５月１日 至 平成17年５月31日） 

報告期間（自 平成17年６月１日 至 平成17年６月30日） 

平成17年４月６日 

平成17年５月11日 

平成17年６月13日 

平成17年７月８日 

関東財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。 

  



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月29日

カシオ計算機株式会社 

取締役会 御中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているカシオ

計算機株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、カ

シオ計算機株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により

連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

  あずさ監査法人 

  

  
指 定 社 員 
業務執行社員

  

公認会計士  髙山  康明 ㊞   

  

  
指 定 社 員 
業務執行社員

  

公認会計士  神谷  英一 ㊞   

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

している。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月29日

カシオ計算機株式会社 

取締役会 御中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているカシオ

計算機株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、カ

シオ計算機株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

  あずさ監査法人 

  

  
指 定 社 員 
業務執行社員

  

公認会計士  髙山  康明 ㊞   

  

  
指 定 社 員 
業務執行社員

  

公認会計士  小野  純司 ㊞   

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

している。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月29日

カシオ計算機株式会社 

取締役会 御中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているカシオ

計算機株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第49期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、カシオ

計算機株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により

財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

  

 

  あずさ監査法人 

  

  
指 定 社 員 
業務執行社員

  

公認会計士  髙山  康明 ㊞   

  

  
指 定 社 員 
業務執行社員

  

公認会計士  神谷  英一 ㊞   

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

している。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月29日

カシオ計算機株式会社 

取締役会 御中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているカシオ

計算機株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第50期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、カシオ

計算機株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

  

 

  あずさ監査法人 

  

  
指 定 社 員 
業務執行社員

  

公認会計士  髙山  康明 ㊞   

  

  
指 定 社 員 
業務執行社員

  

公認会計士  小野  純司 ㊞   

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

している。 
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